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1.1.1 パリ協定発効により民生部門に求められる再生可能エネルギー熱の面的利用  





日本は、温室効果ガスを 2050 年度までに 80%削減するという長期目標に向け、2030 年度までには
2013 年度比 26%削減することを定めた。この 26%削減の達成のためには、特に事務所ビルやホテル、
病院、住宅等の用途を含む民生部門において約 40%の削減が求められている。そのため築年数、規
模、用途を問わず、全ての建物での削減が必要となると考えられる 














の 90.5%（2017 年度）を輸入に頼る 1-2)日本は、エネルギーセキュリティの面からも純国産エネル
ギーである再生可能エネルギーの利用拡大が求められている。 
再生可能エネルギーの内、再生可能エネルギー電気については「長期エネルギー需給見通し」1-3)
（経済産業省）により、2030 年度の導入目標が 22～24%と定められた（図 1.1.1 参照）。また「再生
可能エネルギー固定価格買取制度（電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別
措置法）」（2012 年）の施行により、再生可能エネルギー電気の普及が進み、制度開始前に約 2,060
万 kW だった太陽光発電等の再生可能エネルギー電気は 6 年間で約 6,208 万 kW と約 3 倍となり飛躍
的に普及が進んだ 1-4）。 
熱分野のエネルギーについては、図 1.1.2 の通り、エネルギー需要に占める割合が、2013 年度に



















図 1.1.2 2030 年度のエネルギー需要 
出典 経済産業省：長期エネルギー需給見通し 






ルギー化や省 CO2 化を進めるには空調設備の効率向上が非常に重要となる。 
             
 
図 1.1.3 業務他部門用途別エネルギー消費原単位の推移 
出典 経済産業省資源エネルギー庁：平成 30 年度エネルギーに関する年次報告 
（エネルギー白書 2019） 
 
図 1.1.4 全国の DHC の熱供給システム効率 
（中之島二・三丁目、箱崎：代表的な河川水利用地区） 
出典 日本熱事業協会：2018 年度熱供給事業便覧 
 










比率 25%未満が 81 地区と最も多く、熱供給システム効率の単純平均は 0.76 だった。同 50%以上 75%










































図 1.1.5 水熱源ヒートポンプの冷却水温度と機器単体効率の一例 
出典 三菱電機：チリングユニット ブラインクーラ総合カタログ, 2018.5 
 
 
図 1.1.6 水熱源ヒートポンプの熱源水温度と機器単体効率の一例 





































































































































図 1.1.7 河川水の再生可能エネルギー熱利用システムの概念図（直接利用） 
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出典 空気調和・衛生工学会編：ZEB のデザインメソッド，技報堂，2019,9 
 
河川水の再生可能エネルギー熱利用は、1989 年に箱崎地区において、DHC で初めて実用化され、
現在、表 1.1.2 の通り、全国 4 地区の DHC で利用されている。この内、代表的な事例である箱崎地区
と中之島二・三丁目地区の熱供給システム効率を図 1.1.4 に示す。河川水の水温は気候の影響を受け
るため地域により異なるが、東京および大阪、（省エネ法における 6 地区）、富山（同 4 地区）では
その有効性が確認されている。 
ヒートポンプの高効率利用技術として、河川水の再生可能エネルギー熱利用の普及が望まれる。 
1.1.5  既成市街地におけるエネルギーの面的対策 




のため、新築建物の ZEB 化とともに、既成市街地への面的な取組が重要になると考えられる。 







図 1.1.9 に 1972 年～2014 年の DHC の地区数の推移を示す。DHC は 1970 年代から整備され現在では
131 地区 1-9）が稼動している（2018 年 12 月末）。現在の地区数の約 45％は、大規模一体開発が多く
の地区で行われた 1990 年代、いわゆるバブル期に整備された。しかし、2000 年代以降は、地区数・
事業者数が減少し続けている。 











表 1.1.2 DHC への導入事例 























ントに返送する。熱源水導管は冷暖兼用の 1 系統 2 管式と冷房用と暖房用を別系統とする 2 系統４
管式とが考えられる。 
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(1) ヒートポンプによる再生可能エネルギー熱の定量的評価に関する研究  





















図 1.3.1 清掃前後の熱交換係数の変化 
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図 2 「河川水・海水利用型」の概念図 図 3 「下水道複合整備型（地区循環モデル）」の概
念図 
図 1.3.3 「河川水・海水利用型」の    図 1.3.4 「下水道複合整備型（地区循環モデル）の概念図 
図 1.3.5 「下水道複合整備型（広域循環モデル）の概念図 




























































区を選定し、システム構成をモデル化した。そして BEMS データに基づき機器単体 COP 等を設定し、
シミュレーションの精度を実データとの比較により検証した上で、エネルギーシミュレーションを










































































































































































テム LPG 消費量）、C（熱源システム石炭消費量）、H（熱源システム A 重油消費量）、K（熱源システム
灯油消費量）、O（熱源システムその他燃料消費量）は使用していない。またエネルギー効率の向上を
図るため、供給する熱媒は、冷水、温水、給湯のみとし、蒸気は供給しないシステムとしている。    
NE=(CL+HL+DS+S+HW)／(E+G+PG+C+H+K+O) ............................................................... (1-1) 
  NE：熱供給システム効率[-] 
  CL：冷水供給熱量[MJ] 
  HL：温水供給熱量[MJ] 
  DS：直接蒸気供給熱量[MJ] 
  S：蒸気供給熱量[MJ] 
  HW：給湯用温熱供給熱量[MJ] 
  E：熱源システム電力消費量[MJ]（換算係数*：9.76[MJ/kWh]） 
  G：熱源システム都市ガス消費量[MJ]（換算係数*：45[MJ/m3]） 
  PG：熱源システム LPG 消費量[MJ]（換算係数*：50.8[MJ/kg]） 
  C：熱源システム石炭消費量[MJ]（換算係数*：29[MJ/kg]） 
  H：熱源システム A 重油消費量[MJ]（換算係数*：39.1[MJ/ℓ]） 
  K：熱源システム灯油消費量[MJ]（換算係数*：36.7[MJ/ℓ]） 
  O：熱源システムその他燃料消費量[MJ] 
 *エネルギーの使用の合理化等に関する法律 
 





NE=(CL+HL+HW)／E .............................................................................................................. (1-2) 
  COP：機器単体 COP[-] 
  CL：冷水供給熱量[MJ] 
  HL：温水供給熱量[MJ] 
  HW：給湯用温熱供給熱量[MJ] 
  E：電力消費量[MJ]（換算係数*：9.76[MJ/kWh]） 




1-1) 環境省：パリ協定に基づく成長戦略 としての長期戦略、pp.36-37, 2019.6 
http://www.env.go.jp/press/111781.pdf 
1-2) 経済産業省資源エネルギー庁：平成 30 年度エネルギーに関する年次報告（エネルギー白書






委員会の論点案，2018.10，p19, https://www.meti.go.jp/shingikai/santeii/pdf/038_01_00.pdf  
1-5) 経済産業省：エネルギー基本計画, 2018.7 
1-6)  EuropeanUnion「COMMISSION DECISION of 1 March 2013（2013/114/EU）」, 2013 
1-7)  European Commission「Renewable energy progress report (SWD(2015) 117 final) 」Government 
report, 2015.6 
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/ SPF を差し引いて表される。そして、Qusable は全負荷相当運転時間 （HHP）にヒートポンプの暖房
定格能力（Prated）を乗じて求めると定められた。 






ERES = Qusable × (1－1 / SPF)                        ・・・(1) 
Qusable = HHP × Prated                           ・・・(2)                  
ERES ：ヒートポンプによって供給される再生可能エネルギー量 [kWh] 
Qusable：ヒートポンプによって供給される推定合計熱量 [kWh]  
SPF  ：推定平均季節性能係数 [―] 
HHP  ：全負荷相当運転時間 [h] 
Prated ：ヒートポンプの暖房定格能力 [kW]    
         （すべて温熱製造時） 
 
これらの算定式、デフォルト値を用いると簡便に再生可能エネルギー量を算定することができる。
例えば、EU の平均的気候の地域にて 28 [kW]の冷暖兼用の空気熱源ヒートポンプにより温水製造し
た場合、再生可能エネルギー量は式(3)、(4)のように 11.372 [kWh]と求められる（参照）。 
 
Qusable = HHP × Prated = 660 [h] × 28 [kW] = 18,480 [kWh]           ・・・(3) 
ERES = Qusable × (1－1 / SPF)  = 18,480 [kWh] × (1－1 / 2.6) = 11,372 [kWh]   ・・・(4) 
 















て算出するよう HHP の係数を調整（低減）している。 
(3) 算定方法の考え方 






す。式(7)、(8)の Qusable = QH、ERES＝QL と捉えると。式(1)はヒートポンプの基本的なエネルギーフ
ローを意味していると解釈できる。その解釈をヒートポンプのエネルギーフローの概念図に示した
ものを図 2.2.1 に示す。図中の Aerothermal、Hydrothermal、Giothermal が QL = ERES となることを表
している。 
このガイドラインは 2013 年 3 月に発効している。「再生可能エネルギー指令」が発効した 2009
年 4 月より約 4 年経過しており、ガイドラインの検討に相当の時間を要したと考えられる。  
 
 
HHP SPF HHP SPF HHP SPF
[h] [－] [h] [－] [h] [－]
エアロサーマル 空気－空気 1,200 2.7 1,770 2.6 1,970 2.5
空気－水 1,170 2.7 1,640 2.6 1,710 2.5
空気－空気（冷暖兼用） 480 2.7 710 2.6 1,970 2.5
空気－水（冷暖兼用） 470 2.7 660 2.6 1,710 2.5
排気－空気 760 2.7 660 2.6 600 2.5
排気－水 760 2.7 660 2.6 600 2.5
ジオサーマル 地中－空気 1,340 3.2 2,070 3.2 2,470 3.2
地中－水 1,340 3.5 2,070 3.5 2,470 3.5
ハイドロサーマル 水－空気 1,340 3.2 2,070 3.2 2,470 3.2









ERES = Qusable × (1－1 / SPF) 
= Qusable － Qusable / SPF                       ・・・(5) 
= Qusable － Win                            ・・・(6) 
Qusable = ERES ＋ Win                           ・・・(7) 
QH = QL ＋ Win                              ・・・(8) 
    Win：ヒートポンプの温熱製造時の投入エネルギー [kWh] 
QH：ヒートポンプにより供給される熱量 [kWh] 
QL：ヒートポンプの温熱製造時の採熱量 [kWh] 














































EU における再生可能エネルギーの 2014 年の実績値 2-3)は、177Mtoe となり、最終エネルギー総量
に占める割合は 15.3%となっている。その内訳は、電気 41％、熱 50％となり、EU に導入されてい






2.2.3 示す。ヒートポンプは 4％を占め、太陽光発電（3％）を上回る導入量となっている。 
 
図 2.2.2 EU の再エネ導入量の実績と目標（分野別） 
 



























































































では EU の定義を参考に、暖房時のヒートシンク利用のみを対象として算出した。  
(2) 再生可能エネルギー量の概算 
式(1)は、温熱製造時のヒートポンプの基本的なエネルギーフローを表しており、これは EU と日
本で不変な原理と考えられるため、本研究では式(1)に基づき概算を行う。概算には Qusable と SPF が
必要となる。その検討の考え方を以下に説明する。 
(3) SPFの考え方 
式(1)の SPF については、EU では表 2.2.1 の通り、デフォルト値が用意されている。しかし国内で
は、暖房や給湯の SPFの算定基準が規定さていない熱源機種がある。例えば民生部門の非住宅建築、
産業部門の暖房用途、農業部門の加温用途に用いられる空気熱源ヒートポンプ（中央空調用熱源）





の APF が規定されていることより、住宅についてはこれらを用いて算定した。 





EU では、式(2)の HHP は表 2.2.1 の通りデフォルト値を用意しており、Prated は統計値を用いてい
る。国内には同様のデフォルト値や統計値が無いため、部門毎に、政府や学協会等の統計データや










 a) 概算の対象 
 民生部門の非住宅建築の暖房用途は、地域別、建物用途別、熱源機種別にそれぞれ次の通り対象
を定めた。地域は、寒冷地域、温暖地域の 2 地域に分けた。建物用途は、事務所、ホテル、商業、
病院、学校を対象とした。熱源機種は、空気熱源ヒートポンプ（中央空調用熱源、 以下 AHP と記
す）、電動ヒートポンプ（個別分散空調用熱源、 以下 EHP）を対象とした。また期間は 2013 年度
の 1 年間に供給された再生可能エネルギー量を対象とした。  
 b) SPFの概算方法 
SPF は、概算の基準とした 2013 年度に稼働している AHP と EHP の性能を表す指標として、1990
～2013 年度に出荷された AHP と EHP の内、2013 年度に残存し稼働している AHP および EHP のス
トックの平均定格 COP （2013）を代用した。ストック平均定格 COP の概算フローを図 2.3.1 に示す。
なお、図中の各項目を求めるために参照したデータ（Reference Data）を、例えば文献 1)の場合は、
R.D.：1)と図中に表す。同様に算出結果（Calculation Results）を、例えば表 1.1.1 の a)列の場合は C.R.：
表 1.1.1-(a)と表す。以下のフロー図も同様に表す。 
ストック平均値を求めるため、1990～2013 年度に出荷され 2013 年度に残存する機器が、2013 年
度のストックに占める比率（以下、2013 年度ストックに占める比率）を年度毎に算出した。そして
各年度の AHP および EHP 定格 COP（1990-2013）に、2013 年度ストックに占める比率を年度毎に




図 2.3.1  SPF の概算フロー（民生部門（非住宅建築）の暖房用途） 
 
 
i)  定格 COPの想定 
定格 COP（表 2.3.1-(a)）は、（一財）ヒートポンプ・蓄熱センター調べのデータ（HPTCJdata）に
よる当該年度の定格 COP を用いた。 
AHP・EHPの定格COP (1990-2013)









R.D. : 参照データ（Reference Data）,  C.R. : 算出結果（Calculation Results）
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ii)  2013年度ストックに占める比率の想定 
2013 年度ストックに占める比率（表 2.3.1-(c)）は、まず各年度の残存率（表 2.3.1-(b)）を求め、
その当該年度の残存率を 1990～2013 年度の各年度の残存率の合計値で除して算出した値である。残
存率は 1990～2013 年度に出荷された機器の内、2013 年度に残存する当該年度の機器の比率を表し
ている。各年度の残存率はワイブル曲線を用いて想定した。ワイブル曲線の形状パラメータは「我
が国のマクロ経済・長期エネルギー需給に関するモデル分析」2-4)（日本エネルギー経済研究所）よ
り 3.5 とし、平均耐用年数は法定耐用年数の 15 年を用いた。なお 1990 年度の機器が 2013 年度スト
ックに占める比率が 0.3%となるため（表 2.3.1-(c)参照）、1990 年度より前年度の定格 COP がストッ
クの平均 COP に与える影響は十分小さいと考え、算定対象を 1990 年度以降とした。 
 
iii)  ストック平均定格 COPの概算 
各年度の定格 COP（表 2.3.1-(a)）に、2013 年度ストックに占める比率（表 2.3.1-(c)）を乗じた和
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AHP EHP に占める比率 AHP EHP
[－] [－] [%] [%] [－] [－]
1990 2.87 2.91 5 0.3 0.01 0.01
1991 2.94 2.91 7 0.5 0.01 0.01
1992 3.00 2.92 11 0.7 0.02 0.02
1993 3.07 2.92 15 1.0 0.03 0.03
1994 3.13 2.93 20 1.3 0.04 0.04
1995 3.20 2.93 27 1.7 0.06 0.05
1996 3.50 2.95 34 2.2 0.08 0.07
1997 3.80 2.97 42 2.7 0.10 0.08
1998 3.80 2.98 50 3.2 0.12 0.10
1999 3.80 3.00 58 3.8 0.14 0.11
2000 3.80 3.02 66 4.3 0.16 0.13
2001 3.80 3.07 73 4.7 0.18 0.14
2002 3.80 3.11 79 5.1 0.19 0.16
2003 3.80 3.16 85 5.5 0.21 0.17
2004 3.80 3.20 89 5.8 0.22 0.18
2005 3.80 3.61 93 6.0 0.23 0.22
2006 3.80 4.01 95 6.2 0.23 0.25
2007 3.80 4.01 97 6.3 0.24 0.25
2008 3.80 4.01 99 6.4 0.24 0.26
2009 3.80 4.01 99 6.4 0.24 0.26
2010 3.80 4.01 100 6.5 0.25 0.26
2011 3.80 4.01 100 6.5 0.25 0.26
2012 3.80 4.01 100 6.5 0.25 0.26
2013 3.80 4.01 100 6.5 0.25 0.26
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 c) Qusableの概算方法 
Qusable は 2013 年度の建築物ストックの年間熱負荷（暖房）の内、AHP と EHP が処理した年間熱
負荷を用いた。概算フローを図 2.3.2 に示す。まず 2013 年度の地域別、建物用途別の建築物ストッ





図 2.3.2  Qusable の概算フロー（民生部門（非住宅建築）の暖房用途） 
 
 
i)  建築物ストックの年間熱負荷の想定 
建築物ストックの年間熱負荷は図 2.3.2 の通り 2013 年度の地域別、建物用途別の建築物ストック
延床面積に、地域別、建物用途別の年間熱負荷原単位を地域別、建物用途別に乗じて想定した。そ
れぞれは以下の方法で想定した。 













































AHP ・EHPのQusable (2013stock) 
C.R. ：表2.3.7-(c)
 




表 2.3.2 地域別のストック延床面積（2013 年） 
 
 




②  年間熱負荷原単位の想定 
地域別、建物用途別の年間熱負荷原単位（表 2.3.4-(f)）は、地域別、建物用途別の暖房用熱源の












[103m2] [%] [103m2] [103m2]
寒冷地域 327,790 18.9 － 345,062
温暖地域 1,411,023 81.1 － 1,485,373










事務所 345,062 38.1 131,436
ホテル 5.0 17,145
寒冷地域 店舗 31.1 107,262
病院 6.1 20,977
学校 19.8 68,242
事務所 1,485,373 38.1 565,787
ホテル 5.0 73,802
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(a) (b) (c) (d=a×b×c) (e) (f=d×e)
地域 建物 建物の年間 熱源の 暖房の 熱源の年間 建物別 暖房の
用途 エネルギー エネルギー 熱負荷原単位 暖房エネルギー 空調の 年間熱負荷
消費量原単位 消費量比率 比率 消費量原単位 システムCOP 原単位
[MJ/m2・y] [%] [%] [MJ/m2・y] [－] [MJ/m2・y]
寒冷 事務所 1,649 31.1 16.0 82 0.706 58
地域 ホテル 2,581 28.6 35.3 261 184
商業 4,625 31.0 23.1 331 233
病院 2,315 32.0 30.9 229 161
学校 1,166 31.1 16.0 58 41
温暖 事務所 1,633 31.1 16.0 81 57
地域 ホテル 2,643 28.6 35.3 267 189
商業 3,944 31.0 23.1 282 199
病院 2,410 32.0 30.9 238 168
学校 1,053 31.1 16.0 52 37
(a) (b) (c=a×b)
地域 建物用途 ストック延床面積 暖房年間 暖房年間熱負荷
(2013) 熱負荷原単位 (2013stock)
[103m2] [MJ/m2・y] [TJ]
寒冷地域 事務所 131,436 58 7,593
ホテル 17,145 184 3,157
商業 107,262 233 25,043
病院 20,977 161 3,385
学校 68,242 41 2,787
温暖地域 事務所 565,787 57 32,365
ホテル 73,802 189 13,916
商業 461,724 199 91,938
病院 90,301 168 15,170
学校 293,759 37 10,834
1,830,435 － 206,188合計
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ii)  AHPと EHPの導入率の想定 
2013 年度時点の建物ストックにおける建物用途別の AHP と EHP の導入率（以下、2013 年度スト
ック導入率）は、図 2.3.2 の通り、1990～2013 年度の建物用途別の暖房熱源(2-4)における AHP と EHP
の導入率（以下、年度毎の導入率）に、各年度の残存する暖房熱源が 2013 年度の全熱源のストック
に占める比率を乗じた和より想定した。 
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iii)  Qusableの概算 
i)による建築物ストックの年間熱負荷（表 2.3.7-(a)：表 2.3.5-(c)再掲）に、ii)で求めた AHP と EHP
の導入率（表 2.3.7-(b)：表 2.3.6-(e)再掲）を乗じ、ヒートポンプによって供給される熱量（Qusable）
を概算した（表 2.3.7-(c)）。 
(4) ERES の概算結果 
(2)、(3)にて算定した SPF（表 2.3.7-(d)：表 2.3.1-(e)再掲）、Qusable（表 2.3.7-(c)）を式(1)に代入し
て、ERES（ヒートポンプによって供給される再生可能エネルギー量）を概算した（表 2.3.7-(f)）。そ
の結果、ERES は AHP が 9.5PJ、EHP が 66.0PJ、合計の ERES は 75.5PJ となった。 
 





 a) 概算の対象 
 民生部門の非住宅建築の給湯用途は、2006 年度より普及が本格化した業務用ヒートポンプ給湯機
(機器能力 22kW、4.5kW）を対象とした。 
 b) SPFの概算方法 
SPF は定格 COP を代用し、（一財）ヒートポンプ・蓄熱センター調べによる 2006～2013 年度の定
格 COP を用いた（表 2.3.8-(a)参照）。 
 c) Qusableの概算方法 







熱負荷 AHP EHP AHP EHP AHP EHP AHP EHP AHP EHP
[TJ] [%] [%] [TJ] [TJ] [－] [－] [TJ] [TJ] [PJ] [PJ]
寒冷 事務所 7,593 10.7 40.9 809 3,103 3.75 3.58 216 867 0.6 2.2
地域 ホテル 3,157 6.0 31.9 188 1,006 50 281 0.1 0.7
商業 25,043 3.3 50.2 828 12,573 220 3,515 0.6 9.1
病院 3,385 9.2 34.7 311 1,174 83 328 0.2 0.8
学校 2,787 15.3 34.5 426 962 114 269 0.3 0.7
温暖 事務所 32,365 10.7 40.9 3,450 13,225 919 3,698 2.5 9.5
地域 ホテル 13,916 6.0 31.9 830 4,435 221 1,240 0.6 3.2
商業 91,938 3.3 50.2 3,038 46,158 809 12,906 2.2 33.3
病院 15,170 9.2 34.7 1,393 5,260 371 1,471 1.0 3.8
学校 10,834 15.3 34.5 1,657 3,740 441 1,046 1.2 2.7
－ － － 12,931 91,636 － － 3,444 25,622 9.5 66.0
206,188
(b) (c=a×b) (d) (e=c/d) (f)
合計 － 104,567 － 29,065 75.5













図 2.3.3  Qusable の概算フロー（民生部門（非住宅建築）の給湯用途） 
 
 
 d) ERESの概算結果 
b)、c)にて算定した SPF、Qusable を年度毎に式(1)に代入して、ERES（ヒートポンプによって供給さ
れる再生可能エネルギー量）を概算した（表 2.3.8-(h)参照）。その結果、ERES はそれぞれ業務用ヒー
トポンプ給湯機の 22kW が 0.0025PJ、4.5kW が 0.0011PJ となり、合計 0.0036PJ となった。 
 

























22kW 4.5kW 22kW 4.5kW 22kW 4.5kW 22kW 4.5kW 22kW 4.5kW 22kW 4.5kW
[－] [－] [103台][103台] [kW] [kW] [%] [h] [TJ] [TJ] [TJ] [TJ] [PJ] [PJ]
2006 3.40 4.00 0.75 0.87 22 4.5 95 4,600 0.26 0.06 0.08 0.02 0.0002 0.0000
2007 3.61 4.00 0.88 1.32 97 0.31 0.10 0.09 0.02 0.0002 0.0001
2008 3.83 4.00 1.02 2.49 99 0.37 0.18 0.10 0.05 0.0003 0.0001
2009 4.04 4.00 1.06 2.50 99 0.38 0.19 0.10 0.05 0.0003 0.0001
2010 4.25 4.00 1.33 3.22 100 0.48 0.24 0.11 0.06 0.0004 0.0002
2011 4.31 4.05 1.69 3.38 100 0.61 0.25 0.14 0.06 0.0005 0.0002
2012 4.36 4.11 1.37 3.18 100 0.50 0.24 0.11 0.06 0.0004 0.0002
2013 4.42 4.16 1.12 2.56 100 0.41 0.19 0.09 0.05 0.0003 0.0001
小計 － － 9.21 19.51 － － 3.33 1.44 0.82 0.36 0.0025 0.0011
合計 － － － －28.72 － 4.77 1.17 0.0036
(定格COP)  / SPF
SPF 出荷台数 機器能力 Qusable Qusable ERES
(a) (b) (c) (f=b×c×d×e) (g=f/a) (h)
 





 a) 概算の対象 
 民生部門の住宅建築の暖房用途は 1990～2013 年度に出荷されたルームエアコン（以下、RAC）
を対象とした。 
 b) SPFの概算方法 
RAC の SPF はストックの平均 HSPF を用いた。ストックの平均 HSPF の概算フローを図 2.3.4 に
示す。まず 1990～2013 年度の HSPF を算出し、次に各年度に出荷され 2013 年度に残存する RAC が、





図 2.3.4  SPF の概算フロー（民生部門（住宅建築）の暖房用途） 
 
 
i)  1990～2013年度の HSPFの想定 
RAC の HSPF の JIS は 2005 年に制定されたため、各年度の定格 COP と 2013 年度の定格 COP（（一
財）ヒートポンプ・蓄熱センター調べ）との比率を 2013 年度の HSPF に乗じて、1990～2012 年度
の HSPF を想定した（表 2.3.9-(d)参照）。 
2013 年度の HSPF の算出には、「JIS C 9612：2013 附属書 B ルームエアコンディショナの期間エ
ネルギー消費効率算定のための試験及び算出方法」2-14)（日本工業規格）の暖房期間エネルギー消
費効率（HSPF）の算定方法を定めた式 (9)を用いた。2013 年度の HSPF を次の方法により求めた。
「家庭の省エネ徹底ガイド」2-15)（経済産業省資源エネルギー庁）より冷暖房兼用•壁掛け形•冷房能
力 2.8kW 代表機種の 2013 年の APF が 5.9 とあり、2013 年度に APF が 5.9 の機種を「省エネ性能カ

























SPF (RACのストック平均HSPF (2013)) 
C.R. : 表2.3.9-(k)
 




力量を JIS C 96122-14)に基づき算出した。そしてその平均値（710 kWh）を暖房期間消費電力量（CHSE）
とした。暖房期間総合空調負荷（LHST）も JIS C 96122-14)に基づき計算した（3,512 kWh）。これらを





                                                   (9) 
LHST：暖房期間総合空調負荷  [Wh] 
CHSE：暖房期間消費電力量  [Wh]  
F HSP：暖房期間エネルギー消費効率（HSPF） [－] 
 
ii)  残存する RACがストックに占める比率の想定 
1990～2013 年度の RAC の出荷台数に、残存率 2-4)を乗じて、年度毎のストック台数を求めた。そ
して各年度のストック台数を、1990～2013 年度の全ストック台数で除し、各年度に出荷され 2013
年度に残存する RAC がストックに占める比率を想定した（表 2.3.9-(g)参照）。出荷台数は「国内出
荷実績」17)のデータを用いた。 
iii)  ストックの平均 HSPFの概算 
1)の 1990～2013 年度の HSPF に、2)の残存する RAC がストックに占める比率を乗じた和より、

































(a) (b) (c) (d=b×c2013) (e) (f) (g=e×f/Σ(e×f)) (h=d×g)
年度 定格COP 定格COPの HSPF HSPF 出荷台数 残存率 残存するRACが
year 2013年度比 （実績値） （想定値） RACのストックに d×g
占める比率
[－] [－] [－] [－] [103台] [%] [%] [－]
1990 3.50 0.55 － 2.70 6,590 5 0.3 0.01
1991 3.50 0.55 － 2.70 7,364 7 0.4 0.01
1992 3.50 0.55 － 2.70 5,681 11 0.5 0.01
1993 3.50 0.55 － 2.70 5,082 15 0.7 0.02
1994 3.50 0.55 － 2.70 7,316 20 1.3 0.03
1995 3.50 0.55 － 2.70 7,988 27 1.9 0.05
1996 4.02 0.63 － 3.09 8,248 34 2.4 0.08
1997 4.35 0.68 － 3.35 6,272 42 2.3 0.08
1998 4.51 0.70 － 3.47 6,725 50 2.9 0.10
1999 4.90 0.76 － 3.77 6,438 58 3.2 0.12
2000 5.14 0.80 － 3.96 7,192 66 4.1 0.16
2001 5.28 0.82 － 4.06 7,521 73 4.7 0.19
2002 5.52 0.86 － 4.25 6,866 79 4.7 0.20
2003 5.43 0.85 － 4.18 6,466 85 4.7 0.20
2004 5.53 0.86 － 4.26 7,037 89 5.4 0.23
2005 5.69 0.89 － 4.38 7,573 93 6.1 0.26
2006 5.77 0.90 － 4.44 7,417 95 6.1 0.27
2007 5.86 0.91 － 4.51 7,382 97 6.2 0.28
2008 5.96 0.93 － 4.58 7,579 99 6.4 0.30
2009 6.05 0.94 － 4.65 6,906 99 5.9 0.28
2010 6.14 0.96 － 4.73 8,338 100 7.2 0.34
2011 6.23 0.97 － 4.80 8,303 100 7.2 0.34
2012 6.33 0.99 － 4.87 8,521 100 7.4 0.36
2013 6.42 1.00 4.94 － 9,423 100 8.1 0.40
(j) 合計 － － － － 174,229 － 100 4.55
(k) SPF (RACのストック平均 HSPF (2013)) 4.55
(i)
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 c) Qusableの概算方法 
  Qusable は図 2.3.5 に示す通り、2013 年度の住宅のストック戸数に、一戸当たりの暖房用電力消費量
原単位を乗じ、さらに(2)3)で求めた 2013 年度のストックの平均 HSPF を乗じて概算した。概算結果
を表 2.3.10 に示す。 
 
 
図 2.3.5  Qusable の概算フロー（民生部門（住宅建築）の暖房用途） 
 
 
i)  ストック戸数の想定 
住宅のストック戸数は、「住宅･土地統計調査」2-17)（総務省統計局）の 2013 年のデータを引用し、
ストック戸数より空家を除いた戸数を算定に用いた。 
ii)  一戸当たりの暖房用電力消費量原単位の想定 
一戸当たりの暖房用電力消費量原単位 (2-6)は「エネルギー・経済統計要覧」2-7)（日本エネルギー経
済研究所）より引用した。 
iii)  Qusableの概算 
1)のストック戸数に 2)の一戸当たりの暖房用電力消費量原単位と(2)3)のストック平均 HSPF を乗
じ、Qusable(表 2.3.10-(d))を算出した。 
 d) ERESの概算結果 
(2)、(3)にて算定した SPF、Qusable を式(1)に代入して、ERES（ヒートポンプによって供給される再
生可能エネルギー量）を概算した（表 2.3.10-(f)参照）。その結果、ERES は 294.2PJ となった。 
 


















R.D. : 2-7), （2-5)
C.R. : 表2.3.10-(b)
(a) (b) (c) (d) (e) (f)
世帯数 1戸当たりの暖房の SPF（ストック平均 Qusable Qusable/SPF ERES
(2013stock) 電力消費量  HSPF(2013))
[103 戸] [Mcal/戸] [－] [TJ] [TJ] [PJ]
52,430 377 4.55 376,920 82,757 294.2
 




 a) 概算の対象 
 民生部門の住宅の給湯用途は家庭用のヒートポンプ給湯機（エコキュート）を対象とした。ヒー
トポンプ給湯機は 2001年度に商品化されたため、2001～2013年度に出荷された機器を対象とした。 
 b) SPFの概算方法 
ヒートポンプ給湯機の SPF は、ストックの平均 APF を用い、暖房用の SPF の概算方法（図 2.3.4）
と同様の考え方で概算した。 
まず 2001～2013 年度の出荷台数 2-13)に、残存率 2-4)を乗じて求めた年度毎のストック台数を、ス
トック台数の和で除して、2013 年度に残存するヒートポンプ給湯機がストックに占める比率を求め
た（表 2.3.11-(g)）。そしてこの比率に各年の APF を乗じた和より、ストックの平均 APF を算出した
（表 2.3.11-(k)）。APF の JIS は 2011 年制定のため、それより前の APF は、2011 年度の定格 COP に
対する当該年度の定格 COP の比率を 2011 年度の APF に乗じて想定した（APF、COP は、(一財）
ヒートポンプ・蓄熱センター調べ）。 
 c) Qusableの概算方法 
ヒートポンプ給湯機のストック台数に 1 台あたりの供給熱量の原単位、11.9GJ/台・年 を乗じ、




じ、11.9GJ/年と想定した。そして 1 戸あたりのヒートポンプ給湯機が 1 台であると想定し、1 台あ
たり供給熱量原単位を 11.9GJ/台・年と想定した。 
 d) ERESの概算結果 
(2)、(3)にて算定した SPF、Qusable を式(1)に代入して、ERES（ヒートポンプによって供給される再生
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表 2.3.11 家庭用ヒートポンプ給湯機の SPF 
 
 












(a) (b) (c) (d=c×d2011) (e) (f) (g=e×f/Σ(e×f)) (h=d×g)
年度 定格COP COPの APF APF 出荷台数 残存率 残存するHWHPが
2011年度比 （実績値） （想定値） HWHPのストックに
占める比率
[－] [－] [－] [－] [103 台] [%] [%] [－]
2001 3.46 0.68 － 2.24 3 73 0.1 0.00
2002 3.88 0.76 － 2.51 37 79 0.7 0.02
2003 4.21 0.83 － 2.72 81 85 1.7 0.05
2004 4.21 0.83 － 2.72 131 89 2.8 0.08
2005 4.50 0.88 － 2.91 226 93 5.1 0.15
2006 4.90 0.96 － 3.17 350 95 8.1 0.26
2007 5.10 1.00 － 3.30 413 97 9.7 0.32
2008 5.10 1.00 － 3.30 500 99 11.9 0.39
2009 5.10 1.00 － 3.30 508 99 12.2 0.40
2010 5.10 1.00 － 3.30 566 100 13.7 0.45
2011 5.10 1.00 3.30 － 497 100 12.0 0.40
2012 － － 3.50 － 447 100 10.8 0.38
2013 － － 3.50 － 459 100 11.1 0.39
(j) Total － － － － 4,219 － 100.0 3.28
(k) SPF (HWHPのストック平均APF (2013)) 3.28
d×g
(i)
(a) (b) (c=a×b) (d) (e) (f)
ストック台数 1台あたりの供給熱量 Qusable SPF（ストック Qusable/SPF ERES
平均APF(2013))
[103 台] [GJ/台・年] [TJ] [－] [TJ] [PJ]
4,126 11.9 48,687 3.28 14,836 33.9
 




 a) 概算の対象 
産業部門における温熱利用用途は、工場暖房、加湿、乾燥、加温等があるが、加湿、乾燥、加温
にはプロセスからの熱回収が多く用いられていると想定し、工場暖房のみを対象に概算した。熱源
機種は AHP を想定した。 
 b) SPFの概算方法 
SPF は 2.3.1(1)b)で求めた AHP のストック平均定格 COP を代用した。 
 c) Qusableの概算方法 











用途の比率を表 2.3.13 の通り想定し(2-7)、ボイラ効率は 0.9 と想定した。次にボイラに対する AHP
の顕在化率（表 2.3.14-(b)）を想定し、上限に対する割合（表 2.3.14-(c)）を乗じて、Qusable を算出し
た（表 2.3.14-(d)参照）。顕在化率は 70%と想定し、上限に対する割合は、2025 年までの約 20 年間
で、設定した上限（顕在化率）まで普及する普及曲線を想定した。2013 年度は上限に対する割合が
34%となった(2-8)。 
 d) ERESの概算結果 
(2)、(3)にて算定した SPF、Qusable を式(1)に代入して、ERES（ヒートポンプによって供給される再































燃料消費量 ボイラ用 ボイラ用 ボイラ ボイラの
燃料消費量 燃料消費量 効率 熱負荷
比率 (2013stock)
［TJ］ ［%］ ［TJ］ [－] ［TJ］
食料品製造業 60,563 15 9,084 0.9 8,176
飲料・たばこ・飼料製造業 28,590 30 8,577 7,719
繊維業 65,936 20 13,187 11,868
木材・木製品製造業（家具を除く） 13,733 22 3,061 2,755
家具・装備品製造業 581 22 129 116
パルプ・紙・紙加工品製造業 440,408 10 44,041 39,637
印刷・同関連業 2,676 22 596 537
化学工業 375,369 20 75,074 67,566
石油製品・石炭製品製造業 170,742 10 17,074 15,367
プラスチック製品製造業（別掲を除く） 17,605 30 5,282 4,753
ゴム製品製造業 5,585 20 1,117 1,005
なめし革・同製品・毛皮製造業 119 22 27 24
窯業・土石製品製造業 140,351 10 14,035 12,632
鉄鋼業 291,319 7 20,392 18,353
非鉄金属製造業 4,884 10 488 440
金属製品製造業 5,752 22 1,282 1,154
はん用機械器具製造業 2,496 40 998 898
生産用機械器具製造業 13,160 40 5,264 4,738
業務用機械器具製造業 1,633 60 980 882
電子部品・デバイス・電子回路製造業 7,852 22 1,750 1,575
電気機械器具製造業 2,884 22 643 579
情報通信機械器具製造業 649 22 145 130
輸送用機械器具製造業 15,765 30 4,730 4,257
その他の製造業 954 22 213 191
合計 1,669,607 - 228,168 - 205,352
製造業種 工場暖房
(a) (b) (c) (d=a×b×c) (e) (f) (g)
ボイラの熱負荷 AHPのボイラ 上限に対する Qusable SPF Qusable ERES
(2013stock) に対する 割合(2013) (ストック平均 / SPF
顕在化率 定格COP(2013))
[GJ] [%] [%] [GJ] [－] [GJ] [PJ]
205,352 70 34 48,479 3.75 12,758 35.7
 








ん、ぶどう等の 16 品種を、花きはバラ、シクラメン等の 5 品種を栽培するための加温設備を対象と
した。 
 b) SPFの概算方法 
SPF は 2.3.1(1)b)で求めた AHP のストック平均定格 COP を代用した。 
 c) Qusableの概算方法 
Qusable の概算方法を図 2.3.7 に示す。Qusable はガラス室・ハウスの加温用途のボイラの熱負荷に、ボ
イラに対する AHP の顕在化率と上限に対する割合を乗じて概算した。  
 
 
図 2.3.7  Qusable の概算フロー（農業部門の加温用途） 
 
 
ガラス室・ハウスの加温用途のボイラの熱負荷は、農作物の 10a あたりの重油使用量と 2013 年度
の設置実面積、ボイラ効率を乗じて概算した。野菜の 10a あたりの重油使用量は、野菜の作物毎の
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ここでボイラ効率は 0.9 と想定した。 
ボイラによる熱負荷に、ボイラに対する AHP の顕在化率と、上限に対する割合を乗じ Qusable を算
出した（表 2.3.16-(d)参照）。顕在化率は 50%と想定し、上限に対する割合は、2030 年までの約 20
年間で、設定した上限（顕在化率）まで普及する普及曲線を想定した。2013 年度は上限に対する割
合が 6%となった(2-8)。 
 d) ERESの概算結果 
(2)、(3)にて算定した SPF、Qusable を式(1)に代入して、ERES（ヒートポンプによって供給される再
生可能エネルギー量）を概算した（表 2.3.16-(g)参照）。その結果、農業分野のガラス室・ハウスに
用いる加温用途の ERES は 0.09PJ となった。 
 









(a) (b) (c) (d)
農作物 10aあたりの 設置実面積 ボイラ効率 ボイラの熱負荷
重油使用量 (2013stock) (2013stock)
[L/10a] [103m2] [－] [GJ]
野菜 2,908 7,551 0.9 773
果樹 215 509 4
花き 7,884 10,454 2,900
合計 － 18,514 3,677
(a) (b) (c) (d=a×b×c) (e) (f) (g)
ボイラの熱負荷 AHPのボイラ 上限に対する Qusable SPF Qusable ERES
(2013stock) に対する 割合(2013) (ストック平均 / SPF
顕在化率 定格COP(2014))
[GJ] [%] [%] [GJ] [－] [GJ] [PJ]
3,677 50 6 116 3.75 31 0.09
 





いて概算した結果を表 2.3.17-(c)に示す。民生部門の非住宅建築の暖房用途では 75.5 PJ/年、給湯用
途では 0.004PJ/年、住宅の暖房用途では 294.2PJ/年、給湯用途では 33.9PJ/年、産業部門の工場空調
用途では 35.7PJ/年、農業部門のガラス室・ハウスの加熱用途では 0.09PJ/年となった。これらの合計
量は 439.4PJ/年となり、住宅部門が 74.7%を占めた。 
「エネルギー消費統計調査」2-19)（経済産業省資源エネルギー庁）により実績把握されている国内
の水力発電や太陽光発電等の再生可能エネルギー量（2013 年度）は 1,216PJ となっている。ヒート
ポンプにより供給される再生可能エネルギー量は、この統計値の約 36.1%に相当する。 
 








民生部門 （非住宅建築） 暖房用途 事務所 AHP 4,259 3.75 3.1 75.5 75.5 17.2
EHP 16,328 3.58 11.8
ホテル AHP 1,018 3.75 0.7
EHP 5,441 3.58 3.9
商業 AHP 3,866 3.75 2.8
EHP 58,731 3.58 42.3
病院 AHP 1,704 3.75 1.3
EHP 6,434 3.58 4.6
学校 AHP 2,084 3.75 1.5
EHP 4,702 3.58 3.4
給湯用途 HWHP (22kW) 3.33 4.07 0.003 0.004
HWHP (4.5kW) 1.44 4.05 0.001
民生部門 （住宅建築） 暖房用途 RAC 376,920 4.55 294.2 328.1 74.1
給湯用途 HWHP 48,687 3.28 33.9
産業部門（工場） 暖房用途 AHP 48,479 3.75 35.7 8.1

















図（図 2.3.1～7）に示す概算手順に従って部門別、建物用途別、熱利用用途別の SPF と Qusable
の値を算出し、表 2.3.17-(a)、 (b) に示すようにそれぞれの値を整理する。そしてこれらの SPF と
Qusable を用い、ヒートポンプが供給する再生可能エネルギー量を概算するものである。  
2) 大気を採熱源とするヒートポンプにより供給される年間の再生可能エネルギー量は、表
2.3.17-(c)に示した通り、民生部門の非住宅建築では 75.5PJ、住宅建築では 328.1PJ、産業部門は
35.7PJ、農業部門は 0.09PJ となり、合計は 439.4PJ となった。 
上記の再生可能エネルギー量は、既に実績把握されている水力発電や太陽光発電等の再生可能エ

































(2-4)  AHP、EHP、冷温水発生機、ボイラ温水機、GHP、DHC 
(2-5)  業務用ヒートポンプは病院、ホテルでのベース運転利用を想定し、全負荷相当運転時間を想
定した。想定には参考文献 14 の熱負荷原単位を用いた。病院の 9～18 時に年間を通じて運
転することを想定し、負荷が最小となる 7 月 10 時の熱負荷と同能力のヒートポンプ給湯機
を利用した場合の全負荷相当運転時間を算出した（4,827h）、ホテルは給湯負荷が集中する






(2-8)  工場暖房、ガラス室等加温の上限に対する割合を下記の通り想定した。 
 
経過年数 上限に対する割合
[年] ［%] （産業）工場暖房 （農業）ガラス室等加温
1 2 2006 2011
2 4 2007 2012
3 6 2008 2013
4 9 2009 2014
5 13 2010 2015
6 18 2011 2016
7 25 2012 2017
8 34 2013 2018
9 46 2014 2019
10 58 2015 2020
11 70 2016 2021
12 79 2017 2022
13 86 2018 2023
14 91 2019 2024
15 94 2020 2025
16 97 2021 2026
17 98 2022 2027
18 99 2023 2028
19 99 2024 2029
20 100 2025 2030
想定年度
 
第 2 章 
 
52 
(2-9)  施設野菜の重油使用量を下記の通り想定した。 
 
 
(2-10)  施設果樹の重油使用量を下記の通り想定した。 
 
 
(2-11)  施設花きの重油使用量を下記の通り想定した。 
 
 









青ねぎ きゅうり なす 大型トマト ミニトマト ピーマン ししとう いちご メロン すいか 合計 加重平均
10aあたりの光熱動力費
[千円/10a]









462 3,180 4,706 3,565 4,616 6,386 8,861 3,603 1,885 474 － －
一戸あたりの作付け延面積（b）
[m2/戸]
3,803 2,185 2,870 3,501 2,717 3,599 918 2,465 5,773 7,056 34,887 －
a×b
[L/10a]

































765 185 198 106 119 185 237 237 554 237 198 251 158 580 40 53 － －
一戸あたりの作付け延面積（b）
[m2/戸]
82 41 23 77 24 102 80 111 46 43 34 37 64 46 156 227 1,193 －
a×b
[L/10a]
62,737 7,572 4,551 8,126 2,849 18,837 18,995 26,356 25,485 10,210 6,727 9,273 10,131 26,699 6,173 11,978 256,700 215
97
73
きく ばら ゆり カーネー ション 鉢物 （シクラメン） 合計 加重平均
10aあたりの光熱動力費
[千円/10a]









4,636 17,703 4,249 9,191 10,230 － －
一戸あたりの作付け延面積（b）
[m2/戸]
6,397 2,621 3,554 2,602 1,946 17,120 －
a×b
[L/10a]




温風 温湯 蒸気 [%]
設置実面積 野菜 5193 2355 3 476 94
[千㎡] 果樹 451 58 0 17 97
花き 7,799 2,632 23 244 98
石油利用
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a) 大気を利用した既設 DHC モデル 
      
b) 河川水利用へ改修した既設 DHC モデル 
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3.2 大気の再生可能エネルギー熱を利用した既存 DHC の地区概要 
3.2.1 地区概要 
対象地区は複数棟の大規模事務所ビルおよびホールや商業施設等、複合した用途の建物で構成さ



































図 3.2.1  対象地区のシステム概念図 
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図 3.2.2 に各熱源機器の機器仕様を示す。各熱源機の二次エネルギー換算定格効率（定格 COP、以
下、定格効率）は、冷水運転時は、TR が 5.3、HTHP が 4.7、DBHP が 3.8 となる。温水運転時では、
DBHP が熱回収運転を行うため最も高効率で定格 COP6.7 となるが、HTHP は温度の低い大気を熱源









































































図 3.2.2 各熱源機器の機器仕様 
 
a) 冷却水入温度 31℃時冷水運転 




対象地区の 2015 年度、2016 年度の稼働実績について、BEMS の運転実績データを用いて分析を行
った。なお、2016 年 7 月のデータの一部に欠損があり、欠損箇所は除いて分析した。 
3.3.1 熱負荷 
図 3.3.1 に 2015・2016 年度の月別・年間の冷温水供給熱量の推移を示す。対象地区は複合施設に
熱供給を行っているが、その大部分が事務所用途であるため、熱負荷は、事務所用途に似た熱負荷



















効率で稼働する TR（夏期の機器単体平均効率 5.5）が冷水製造の約 64%を占めている。ピーク期間
には、TR より効率の低い HTHP の冷水専用運転（夏期の機器単体平均効率 4.8）や DBHP の冷水専
用運転（夏期の機器単体平均効率 3.7）の稼働率が上昇する。一方、冬期は、冷水負荷に応じて DBHP
の熱回収運転による効率の高い運転をしている（冬期の機器単体平均効率 6.4）。ただし冬期は温水





















a) 月間の冷温水供給量              b) 年間の冷温水供給量 










































































































































































図 3.3.3 に対象地区の熱供給システム効率の推移を示す。夏期は、高効率で稼働する TR（夏期機
器単体平均効率 5.5）が冷水製造の約 64%を占めており、夏期の熱供給プラント効率の平均（二次
エネルギー換算）は 1.41 と高効率となる。一方、冬期は、低温度の大気より採熱したブライン（平
均-1.6℃）を利用した HTHP（冬期機器単体平均効率 3.3）が温水製造の約 78%を占めているため、

























































a) 月間の熱供給システム効率           b) 年間の熱供給システム効率 




















































































































































は、河川水を利用する既設 DHC である箱崎地区熱供給センター（以下、箱崎地区）の年間 8,760
時間の計測データに基づきシミュレーションを行った。 
箱崎地区は、墨田川の河川水を採熱源とし、取水した河川水を直接、ヒートポンプに通水する、
直接利用（図 1.1.5 参照）により熱供給を行う DHC である。箱崎地区の概要は第 4 章にて述べる。


















図 3.4.1 に夏期（2015 年 6～9 月）の河川水利用による熱源水温度と、冷却塔利用による冷却水温
度の時刻別推移を示す。河川水利用による熱源水温度は、冷却塔利用による冷却水温度と比べ、6
















































































































































































































































































































































































































































水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金






































































































































































































































































































































































































































火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水









































































































































































































































































































































































































土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月








































































































































































































































































































































































































































































月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火
6月1日 6月2日 6月3日 6月4日 6月5日 6月6日 6月7日 6月8日 6月9日 6月10日6月11日6月12日6月13日6月14日6月15日6月16日6月17日6月18日6月19日6月20日6月21日6月22日6月23日6月24日6月25日6月26日6月27日6月28日6月29日6月30日
冷却塔利用想定冷却水入温度 
〔湿球温度＋6℃〕 
【対象地区 BEMS データより】 
河川水間接利用想定冷却水入温度 
〔取水温度＋3℃〕 
【箱崎 BEMS データより】 
a) 2015 年 6 月 
c) 2015 年 8 月 
d) 2015 年 9 月 
b) 2015 年 7 月 
外気温度【箱崎 BEMS データより】 































































































































































































































































































金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日
1月1日 1月2日 1月3日 1月4日 1月5日 1月6日 1月7日 1月8日 1月9日 1月10日 1月11日 1月12日 1月13日 1月14日 1月15日 1月16日 1月17日 1月18日 1月19日 1月20日 1月21日 1月22日 1月23日 1月24日 1月25日 1月26日 1月27日 1月28日 1月29日 1月30日 1月31日
(2) 冬期の熱源水温度 
































図 3.4.2 河川水と加熱塔による熱源水入温度（冬期の想定温度） 











































































































































































































































































月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月





























































































































































































































































































火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木








































































































































































































































































































































































火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木
3月1日 3月2日 3月3日 3月4日 3月5日 3月6日 3月7日 3月8日 3月9日 3月10日 3月11日 3月12日 3月13日 3月14日 3月15日 3月16日 3月17日 3月18日 3月19日 3月20日 3月21日 3月22日 3月23日 3月24日 3月25日 3月26日 3月27日 3月28日 3月29日 3月30日 3月31日
河川水間接利用想定熱源水入温度 
〔取水温度-3℃〕 
【箱崎 BEMS データより】 
加熱塔利用想定熱源水(ブライン)入温度 
〔湿球温度-4℃〕 
【対象地区 BEMS データより】 外気温度【箱崎 BEMS データより】 
a) 2015 年 12 月 
b) 2016 年 1 月 
c) 2016 年 2 月 
第 3 章 
 
63 
(3) 冬期の熱媒入温度と機器単体 COP 
冬期において河川水利用による熱源水温度と加熱塔利用による熱源水温度の間に顕著な差がみら
れたことより、両地区の機器単体 COP の比較を行った。図 3.4.3 に 2015・2016 年の 12～3 月におけ












































































図 3.4.3 12～3 月における河川水と加熱塔による熱源水入温度と機器単体 COP 
〔上：熱源水入温度と機器単体 COP の散布図 下：熱源水入温度の頻度〕 
対象地区 HTHP 加熱塔利用 
箱崎地区 DBHP 河川水利用 
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3.5 河川水の再生可能エネルギー熱利用による効率向上効果のシミュレーションによる分析  





まず「現状の再現」は、2015 年度の対象地区の BEMS データに基づいて現状のシステムを再現す
るシミュレーションモデルを設定した。次に、再現シミュレーションモデルを基に「河川水利用」
のモデル、大気熱利用のまま「機器更新」するモデル、「河川水」利用システムに「機器更新」する









図 3.5.1 シミュレーション概要の一覧 

















































対象地区の タ 対象地区のBEMSデータ 対象地区の タ 対象地区の
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3.5.2 大気の再生可能エネルギー熱利用した既存 DHC のシミュレーションモデルの設定 
(1) 設定方法の概要 
対象地区の実際のシステムや 2015 年度の BEMS データに基づき、対象地区の運転を模擬するシ
ミュレーションモデルの設定を行った。 

































図 3.5.2 シミュレーションモデルの設定フロー 











日 1 パターンとし、中間期で冷暖切替のある 4 月・11 月に関しては、平日・休日 2 パターンを選定
し、年間で計 38 パターンを選定して代表日の熱負荷とした。ここでは、熱源機器稼働状況と熱源負


























図 3.5.3 負荷モデルと機器稼働モデルの作成フロー 
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 b) 負荷の発生状況 
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 c) 代表日の選定 
冷水日負荷から、平日と休日に分類した。また平日では代表日を 2 パターン選定するため、平日
の中で大小 2 グループに分類した。 




























































































候補日 1 候補日 2 
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図 3.5.7 に 8 月の代表日の熱源機の稼働状況を示す。TR の夜間蓄熱運転を優先し、熱負荷に応じて























































































































































































































4月 14日(火) 23日(木) 12日(日) 25日(土)
5月 26日(火) 7日(木) 17日(日)
6月 16日(火) 12日(金) 20日(土)
7月 24日(金) 3日(金) 9日(日)
8月 11日(火) 27日(木) 9日(日)
9月 11日(金) 16日(水) 21日(月)
10月 28日(水) 21日(水) 24日(土)
11月 18日(水) 25日(水) 1日(日) 28日(土)
12月 18日(金) 1日(火) 26日(土)
1月 26日(金) 28日(木) 11日(月)
2月 2日(火) 17日(水) 28日(日)
3月 15日(火) 17日(木) 5日(土)
平日 休日
表 3.5.1 代表日一覧 
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 d) 代表日の負荷 
負荷は、対象地区の BEMS データより、代表日の冷水供給熱量を冷熱負荷として、温水供給熱量
















 e) 冷温水往還温度の設定 



















































































































































4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月


























































































































































図 3.5.9 代表日毎の冷温水往還温度時刻別推移 
温水【往】 
温水【還】 冷水【往】 冷水【還】 







































とした。また機器単体 COP は負荷率 10％毎に平均値を求めた。具体的には、負荷率 a％の平均値は、
a-5.0≦a＜a+5.0 の負荷率の範囲での機器単体 COP の平均値とした。 
表 3.5.2  シミュレーションで設定した熱源機器一覧 
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図 3.5.11 に TR-1,2 の負荷率別の機器単体 COP について、機器仕様と実績値平均値の比較を示す。
TR-1,2 に関しては、図 3.5.10 の通り、負荷率が 60～80%の実績値が少ないため、負荷率が 90％と
100％の時を対象に機器単体 COP を比較した。そしてそれぞれの効率低下率を算出し、その平均値
を求めた(効率低下率約 5％)。その値をメーカーによる効率曲線に乗じ、シミュレーションで用いる





















































































図 3.5.10 と同様の方法で、代表的な熱媒入温度の時の機器単体 COP について、負荷率毎の平均値
を BEMS データより算出し、効率曲線とした。図 3.5.13 に HTHP-1,2 の冷却水入温度 29℃時おける













 c) 熱媒入温度による効率特性の設定 
熱媒入温度別の効率特性は、BEMS データを用い、負荷率 100％時の機器単体 COP 比を算出した。
機器単体 COP の平均値は、熱媒入温度が 1℃の範囲、例えば t℃の時は t-0.5≦t＜t+0.5 の範囲で算出
している。機器単体 COP 比は、算出した機器単体 COP の内、熱媒入り温度が機器仕様の定格温度
時の値を 100%としたときの比で表している。 





























0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
図 3.5.14 HTHP-1,2 の冷却水入温度別の機器単体 COP 比 
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 d) 各機器の設定値 
以下に、シミュレーションにおける各機器の設定値を示す。 























表 3.5.3 TR-1,2 の機器仕様表 
 
機器名称 電源 電源機定格
型式 ：ターボ冷凍機（HCFC123） 3φ6,600V 799kW
冷房能力 ：4,150kW（14.94GJ/h、1,180USRT） 補機
冷水量 ：7,434L/min（446㎥/h）13/5℃  圧損：29kPa（3mAq） 3φ200V 所要入力　781kW


















0 20 40 60 80 100
y = -0.025x2 + 0.1555x + 120.76
R² = 0.9967































表 3.5.4  冷水ポンプ、冷却水ポンプの機器仕様表 
 
表 3.5.5  冷却塔の機器仕様表 
 
機器名称 電源 電源機定格
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型式 ：ターボヒートポンプ（HCFC123）　冷温水同時取出型 3φ6,600V 主圧縮機
冷房能力 ：5,082kW（18.30GJ/h、1,445USRT） 470kw×2
冷水量 ：9,104L/min（546.2㎥/h）13/5℃  圧損：69kPa（7mAq） ブースター圧縮機
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15 20 25 30 35
冷却水入温度[℃]
図 3.5.16 HTHP〔冷水専用運転〕の性能曲線のシミュレーションの設定 
〔左：冷却水入温度 31℃時の負荷曲線、右：冷却水入温度による機器効率変化曲線〕 

















































表 3.5.7  冷温水ポンプ、冷却水・熱源水(ブライン)ポンプの機器仕様表 
 
表 3.5.8  冷却加熱塔の機器仕様表 
 
機器名称 電源 電源機定格
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表 3.5.9 DBHP-1,2 の機器仕様表 
 




表 3.5.10  冷水一次ポンプ・冷却水ポンプの機器仕様表 
 
機器名称 電源 電源機定格




冷水量 ：2,709L/min（162.5㎥/h）13/5℃  圧損：65kPa（6.6mAq） 　395kw
温水量 ：3,390L/min（203.4㎥/h）40/48℃  圧損：71kPa（7.2mAq） 熱回収時
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表 3.5.11 DBHP-1,2 の機器仕様表 
 
図 3.5.19 DBHP〔熱回収運転〕の性能曲線のシミュレーションの設定 
〔基準温度時熱回収の負荷曲線〕 

































































冷水量 ：2,709L/min（162.5㎥/h）13/5℃  圧損：65kPa（6.6mAq） 　395kw
温水量 ：3,390L/min（203.4㎥/h）40/48℃  圧損：71kPa（7.2mAq） 熱回収時
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 e) 蓄熱槽の設定 
表 3.5.13 にシミュレーションで設定した冷温水蓄熱槽の仕様一覧を示す。  
蓄熱効率については、5～10 月の冷水の蓄熱効率および 10～4 月の温水の蓄熱効率は BEMS デー
タより、各月供給熱量を各月熱源機製造熱量で除した値を用いた。月初めと月末の影響で蓄熱効率





















熱中心の運となる 6 月と、蓄熱運転と追掛け運転を併用する 8 月を例に述べる。 
 a) 蓄熱中心の運転の場合 
(ⅰ) 代表日の稼働状況 
熱負荷が比較的小さく大部分の熱負荷を夜間蓄熱により対応している日の例として、図 3.5.21 に
6 月の平日グループ 1 の代表日の熱源機の運転実績を示す。22～8 時は蓄熱調整単価（夜間割引）が
適用されるため、この時間帯を中心に運転を行っている。冷水専用運転する TR-1,2 と HTHP-1 は、
22～8 時を中心に稼働している。TR-2 が 21 時台から稼働しているが、これは TR-1,2 と HTHP-1 の

























































































































6 月の平日パターン１では、冷水製造は TR-1,2、HTHP-2 の 3 台を 22～8 時に優先的に蓄熱運転
し、放熱運転により熱負荷を処理するよう計画した。温熱製造は温熱の日量負荷に応じて DBHP の
熱回収による蓄熱運転を行うよう計画した。シミュレーションプログラム上、蓄熱時間帯に 1～2
時間だけ熱回収運転を行う設定が出来ないため、温熱の日量負荷を 22～8 時の 10 時間、全負荷運転
して処理するよう DBHP の機器容量を調整して設定した。運転時間は長くなるが運転時の機器単体
COP は変わらないため、シミュレーション結果に影響は及ぼさないと考える。  
(ⅲ) シミュレーションにより再現した運転想定 
図 3.5.22 に 6 月の平日パターン１のシミュレーションにより再現した運転想定を示す。TR-2 が実
際には 21 時台に運転しているがシミュレーションでは 8 時台に TR-1、2、HTHP-2 を運転している。











 b) 蓄熱運転に追掛け運転を併用する場合 
(ⅰ) 代表日の熱源機の運転実績の把握 
熱負荷が大きく夜間蓄熱と昼間の追掛け運転を併用して熱負荷に対応している日の例として、図
3.5.23 に 8 月の平日グループ 1 の代表日の熱源機の運転実績を示す。22～8 時に TR-1,2 と HTHP-1,2
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8 月の平日グループ 1 では、終日、冷水製造のみとし、TR-1,2 と HTHP-1,2 と DBHP-1,2 の 6 台を
22～8 時に全台数に蓄熱運転するよう計画した。8～22 時は負荷に応じて TR-1,2 が追掛け運転する
ようにした。なお 13～16 時のピーク調整時間帯は全台数停止する計画とした。熱負荷には、22～8
時と 13～16 時は放熱運転のみで対応し、8～13 時と 16～22 時は放熱運転と追掛け運転を組み合わ
せて対応する計画とした。 
 (ⅲ) 蓄熱運転の設定 
蓄熱運転は 1 パターンしか設定することができないため、稼働状況の把握よりその代表日の主と
なる蓄熱運転のパターンを設定した。8 月平日パターン１では、TR-1,2、HTHP-1,2、DBHP-1,2 の 6
台運転が主となっているため、6 台で設定した。 
また、取り出し機の設定は、今回はシミュレーション結果に電力消費量を含めていないため、代




図 3.5.24 に 8 月の平日パターン１の実際の稼働状況とシミュレーションにより再現した稼働状況
を示す。23～7 時の稼働状況はほぼ再現している。実際の運転では 22 時過ぎに蓄熱運転を開始し、
8 時前に蓄熱運転を終了しており、これは運転員による手動運転によるためと考えられる。そのた
めシミュレーションとは、22～23 時と 7～8 時に差異が生じている。その分、シミュレーションで
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 b) 電力消費量 
図 3.5.26 に各月と年間における電力消費量の実績値とシミュレーション値を示す。すべての機器
の合計の電力消費量では、各月の誤差率は 5%以内となり、年間の誤差率は約 0.17%となった。また













































































































































































































































































































































































 d) 熱供給システム効率 
図 3.5.28 に各月と年間のプラント効率の実績値とシミュレーション値の比較を示す。各月の誤差
率は 8%以内となり、年間での誤差率は夏期約 0.6％、冬期約 3.0％、中間期％2.1、年間約 0.03%で







































































































































































































































図 3.5.27 実績値とシミュレーション値 （製造熱量） 
 














ーションモデルを設定した。3.5.2 では 15 年以上前の機種で経年劣化も生じていたため、本節では
他の DHC 地区に最近、導入した現行機種の熱源機の BEMS データを用いて、機器更新を想定した
シミュレーションモデルを作成した。 




















 a) 熱源機構成の設定 
表 3.5.14 に機器更新前後の熱源機器仕様一覧を示す。各熱源機器とも容量は変更せず、定格 COP
等の効率に関する項目は、他の地区に実際に導入した熱源機の仕様に基づき設定した。稼働実績が
ある熱源機器の実績値分析を基に設定した。分析対象は、TR は神田駿河台地区（第 1 プラント）
の 2017 年度の稼働実績、HTHP は新川地区（第 3 プラント）の冷温切替式 WHP の 2015 年度の稼





図 3.5.29 シミュレーションモデル設定フロー 















 b) 各機器の設定値 
(ⅰ) TR-1,2 






























































































図 3.5.30 TR の機器更新前後の性能曲線 
〔左：冷却水入温度 32℃時の負荷曲線、右：冷却水入温度による機器効率変化曲線〕 










図 3.5.31 に HTHP の冷水専用運転の機器更新前後の性能曲線を示す。冷却水入温度 30℃時の各負

















図 3.5.32 に HTHP の温水専用運転の機器更新前後の性能曲線の比較を示す。熱源水を用いた運転
とブラインを用いた運転とで温度帯が大きく異なるため、8℃以下に運転した際の機器更新後の機器




























































































図 3.5.31 HTHP の冷水専用運転の性能曲線 
〔左：冷却水入温度 30℃時の負荷曲線、右：冷却水入温度による機器効率変化曲線〕 














図 3.5.33 に DBHP の冷水専用運転の機器更新前後の性能曲線を示す。機器更新後の負荷率 100％















図 3.5.34 に DBHP の熱回収運転の機器更新前後の性能曲線の比較を示す。熱回収運転では、熱媒
水出入口温度は冷水出入口温度となり、変動が小さいため、負荷率と機器単体 COP の関係のみ分













 a) 電力消費量 
図 3.5.35 に機器更新後と機器更新前（現状再現）と機器更新後の電力消費量の比較を示す。機器
更新後の各熱源機器の主機の年間の電力消費量の削減率は、TR が約 15.9％、HTHP が約 2.1%、DBHP
が約 25.0%となった。機器更新後に定格 COP が最も向上した（26％前後）DBHP が最も電力消費量
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シミュレーションモデルの設定方法は 3.5.2 と同様とし、更新する機器の仕様は 3.5.3 と同様とし
た。 






















図 3.5.38 に河川水利用を想定した対象地区のシステム概念図を示す。HTHP と DBHP が河川水を
100%利用する機器と想定した。河川水の取水・放水時の温度差は、夏期では 5℃、冬期では 4℃と
して設定を行った。熱源機器に関しては、4.6 で設定した機器更新をした機器を用いるが、HTHP の




図 3.5.37 シミュレーションモデル設定フロー 





















 a) HTHP【温水専用運転】 
図 3.5.39 に HTHP の機器更新前後の性能曲線の比較を示す。右図の熱源水・ブライン入温度によ
る機器効率変化曲線に示すように、河川水による熱源水利用とブライン利用で用いる温度帯が大き
く異なるため、定格 COP は約 50％向上していることが確認できる。熱媒入温度による機器効率変
化曲線をみると、熱源水が 2℃前後までは熱源水利用仕様の方が効率が高く、効率の向上の度合も
大きいことが確認できる。河川水熱を利用することで、熱源水入温度は 10℃前後となるため、機器























































































図 3.5.38 対象地区のシステム概念図（河川水利用時） 
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図 3.5.40 箱崎プラントにおける河川水取水量と取水ポンプ電力消費量の関係 





















 a) 夏期の河川水温度の状況 


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































図 3.5.42 夏期における冷却塔利用と河川水熱利用の冷却水入温度の比較〔HTHP〕 
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 b) 冬期の河川水温度の状況 
図 3.5.43 に冬期の代表日におけるの HTHP の機器単体 COP を示す。パターン 1 は平日高負荷のグ
ループ、パターン 2 は平日低負荷のグループ、パターン 3 は休日の代表日を示している。河川水を
利用することで、12 月は各パターンで 50%前後向上し、月平均で約 52%向上した。1 月、2 月、3



















































































ﾌﾞﾗｲﾝ入温度[℃] ﾌﾞﾗｲﾝ入温度[℃] ﾌﾞﾗｲﾝ入温度[℃] ﾌﾞﾗｲﾝ入温度[℃]
図 3.5.44 冬期における加熱塔利用と河川水熱利用の熱源水入温度の比較〔HTHP〕 















































































































































































































































































10日 11日 10日 10日 9日 12日 10日 10日 9日 12日 9日10日
図 3.5.43 冬期における代表日パターン毎の機器単体効率の比較〔HTHP〕 
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前後となった。7、8 月の同割合は約 71.6％、約 25.1％となり、8 月の省エネルギー率は-1.7％とな







































































 a) 電力消費量 
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 b) 熱供給システム効率 
図 3.5.47 に熱供給システム効率のシミュレーション結果を示す。河川水の再生可能エネルギー熱
利用へ機器更新した場合の熱供給システム効率は、大気利用のままの機器更新に比べ、夏期は約
1.9%低下したものの、冬期は約 17%向上し、中間期においても約 3%向上した。年間では 1.39 から




































































































































































1) 大気熱を利用した既設 DHC の熱供給システム効率は、年間では 1.28 と比較的高い値となった








4) 大気の再生可能エネルギー熱を利用する既設 DHC を模擬するシミュレーションモデルを設定
し、シミュレーションと実績との誤差率を検証したところ、各月では 8%以内となり、夏期が約
0.6%、冬期が約 3.0%、中間期が約 2.1%、年間で約 0.03%であることを確認した。 
5) 対象地区において機器更新を想定してシミュレーションした結果、河川水の再生可能エネルギ
ー熱利用による熱供給システム効率は、大気利用に比べ、年間で 1.39 から 1.48 に約 6%向上し
た。夏期には熱源機の機器単体 COP は約 1%向上するものの、取水ポンプ等を含んだ熱供給シ



























































































た DHC として建設され、1989 年に供給を開始した。そして竣工後 20 余年を経るなかで河川水利用
ならではの課題や機器の劣化が顕在化したため、2012～14 年に熱源システムの改修を行った。 
 
図 4.2.1 箱崎地区熱供給センター 熱供給エリアの全景写真 
 
 





箱崎地区熱供給センターにおける熱供給対象や供給条件の概要を表 4.2.1 に示す。 
 
表 4.2.1 箱崎地区熱供給センター 熱供給対象の概要と供給条件 
供給区域 東京都中央区日本橋箱崎町１番ほか 
供給対象 オフィス・高層住宅、計 11 軒 
供給区域面積 25.4ha 
供給延床面積  約 28.4 万 m2 
供給開始 1989 年 
設備更新 2014 年 
設備概要（主要機器） 
 第一プラント 
   河川水利用ヒートポンプ 
   河川水利用ターボ冷凍機 
   水蓄熱槽 
 
第二プラント 
   ヒートポンプ・ターボ冷凍機 











図 4.2.3  河川水の取水設備の概念図（断面） 


















図 4.2.4  河川水の取水設備の概念図（平面）と外観写真 

















いる。4 槽の蓄熱槽を有し、夜 22 時から翌朝 8 時の夜間を優先に熱源機を運転している。なおバッ
クアップ用に冷却塔を 2 台有している。 









図 4.2.6 設備改修前の熱源システム系統図 
 
 



























































































（圧縮機 2 台構成） 
冷却 
：能力 20.2[GJ/h]、COP 4.47  
加熱 







（圧縮機 2 台構成） 
冷却 
：能力 14.0[GJ/h]、COP 5.45 
加熱 








（圧縮機 2 台構成) 
冷却 












































































































































































対象地区の熱供給システム効率は、改修前で東日本大震災の影響を受けていない 2010 年度に 0.96
であった。 改修後となる 2015 年度は 1.24 となった。 
























止時にそれぞれ 1 回洗浄する。この方式の特徴を表 4.3.1 に示す。ブラシ式では、ブラシを回収する
際に熱源機を停止させ四方弁を切替える必要がある。また、熱源機のオプション仕様であり、対応













表 4.3.1 設備改修において比較した熱源機チューブの洗浄方式の特徴 










・ オプション対応する冷凍機メーカーが 1 社のみ 
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自動    洗浄

















比較方法は、プラントに設置されていた同型同容量の RHP2 台において、RHP-1 のみ 2009 年にボ
ール式を仮設で接続し、RHP-2 は既設のブラシ式をそのまま用いて比較を行った。評価期間は、最
も汚れの影響が大きい夏期であり、2008 年は 8 月 1 日～10 月 31 に、2009 年は 6 月 1 日～9 月 30
日に実施した。ブラシ式は、熱源機の起動時、運転時、停止時にそれぞれ 1 回洗浄し、一日計 3 回
洗浄を実施した。ボール式では、ボールの投入時間 2 分＋回収時間 4 分を一日計 3 回、運転中に実
施した。そして、効果の比較には熱源機器の単体 COP と、チューブの熱交換性能の判断指標である
LTD 値（Leaving Temperature Difference、式 4-1 参照）を用いた。 
 
LTD＝（冷媒凝縮温度）－（冷却水出口温度）               ･････（4-1） 
 
評価期間における熱源機の単体 COP の比較を表 4.3.3 に示す。ボール式を使用した熱源機 RHP-1
については、ブラシ式を用いていた 2008 年と比べ、ボール式を用いた 2009 年では、圧縮機 1 台運
転時の場合で単体 COP が 4.61 から 4.88 となり約 5.9%の上昇傾向が見られた。圧縮機 2 台運転時の
場合で単体 COP が 4.42 から 4.46 となり約 0.9%の上昇傾向が見られた。一方、ブラシ式のみを用い
た熱源機 RHP-2 については、圧縮機 1 台運転時の場合で約 0.4%、圧縮機 2 台運転時で 0.7%の低下
傾向が見られた。 
次に、洗浄方式の違いによる LTD 値の推移を図 4.3.3、図 4.3.4 に示す。評価期間は、2010 年 6 月















図 4.3.3 LTD 値の推移(自動ブラシ洗浄方式) 
 
 
図 4.3.4 LTD 値の推移(自動ボール洗浄方式) 
 
表 4.3.3 熱源機チューブ洗浄方式別の熱源機の単体 COP 
運転モード 圧縮機 1 台 50%運転 圧縮機 2 台 100%運転 
実施時期 2008 年 2009 年 2008 年 2009 年 
RHP-1 
洗浄方式 ブラシ ボール ブラシ ボール 
単体 COP 
4.61 4.88 4.42 4.46 
＋5.9% ＋0.9% 
RHP-2 
洗浄方式 ブラシ ブラシ 
単体 COP 


















▲：圧縮機 2 台、100%運転モード  ●：圧縮機 1 台、50%運転モード 





































期間 取水 排水 取水 排水 
4/1～10/31 1.00 56、826 


















から、改修後には 97%に増大した（図 4.3.9 参照）。各熱源機の河川水の出入口温度差は、図 4.3.7、



























































































































図 4.3.9 改修前後の熱源機への河川水流量の比較※2 
※2 改修前の 2010 年度は、熱源機への熱源水流入量は計測されていなかったため、  
熱源機凝縮温度の計測データから冷却水循環量を逆算して、熱源機への流入  
量を推計（2015 年度は実測値）し、各々の年度の河川取水量を 100%として 
比率を算出した。  
 
図 4.3.7 冷水製造時の熱源負荷率と熱源機出入口温度差（改修前） 












































































































本章では、1989 年に日本で初めて河川水の再生可能エネルギー熱利用を実用化した既存 DHC の
箱崎地区において、更なる高効率化を目指し 2012～14 年に実施した熱源設備改修に併せ、河川の再
生可能エネルギー熱利用技術の実証を行った結果、以下の知見を得た。 
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5.2 データセンター排熱を利用した熱源水ネットワークを形成する既存 DHCの概要 
5.2.1 地区概要 
対象地区は、供給対象の合計床面積がおよそ 30 万㎡の 4 棟の建物へ熱供給を行っており、建物の
主要な用途は事務所とデータセンターとなっている。DHC プラントには主に冷却塔と熱交換器が設




図 5.2.1～2 に対象地区の夏期の冷却水、冬期の熱源水の動きを示す。建物 A に DHC プラントが
あり、冷却塔と熱交換器が設置されている。また建物 A～D には自建物専用のヒートポンプ（冷却
塔を除く）が設置されている。夏期は全ての建物が熱源水導管を通じて、建物 A の冷却塔を利用す




建物 A の熱源機器は、水熱源ヒートポンプ×3 で、事務所への供給を行っているが、供給熱量が
他の建物と比べ 1 割以下のため、熱源機器も小規模となっている。建物 B、C は、ターボ冷凍機×1、
水熱源ヒートポンプ×2 で、熱源水利用をしている。建物 D は、ターボ冷凍機×4、ダブルバンドル
ヒートポンプ×2、空冷ヒートポンプ×2 である。 
 






熱源水導管を通じて DHC プラントの冷却塔を利用する冷却水ネットワークを形成している。  
各建物には専用のヒートポンプが設置され、それぞれの建物へ熱供給を行っている。建物 A のヒ
ートポンプは変電所と事務所へ、建物 B は事務所へ、建物 C は事務所へ冷水供給を行い、建物 D
はデータセンターへの冷水供給と住宅への給湯供給を行っている。グループ冷却塔が建物 A の DHC
プラントに設置されている。各建物と DHC プラントとの間は熱源水導管で接続され、グループ冷
却塔に冷却水を送水して冷却するシステムとなっている。また全ての建物に蓄熱槽があり、蓄熱を


















図 5.2.1 熱源水ネットワークのシステム概念図（冷房時） 




図 5.2.2 に暖房時のシステム概念図を示す。冬期の暖房時は、建物 B、C に設置されたヒートポン
プが、熱源水導管を通じて建物 D のデータセンターの冷却排熱を利用する熱源水ネットワークを形
成している。 
建物 A のヒートポンプは変電所への冷水供給と事務所への温水供給を行っている。建物 B、C は
事務所へ温水供給を行い、建物Dはデータセンターへの冷水供給と住宅への給湯供給を行っている。
グループ冷却塔と熱交換器が建物 A の DHC プラントに設置されている。建物 D は熱源水導管を通
じてグループ冷却塔に冷却水を送水して冷却するシステムとなっている。そして建物 D の冷却水の
一部を DHC プラントの熱交換器に送水し、採熱した熱源水を建物 B、C に送水し、両建物のヒート
ポンプで採熱源として利用している。なお建物 A の熱負荷は、建物 B、C の 1 割以下と小規模のた







































図 5.2.2 熱源水ネットワークのイメージ（暖房時） 









地区の年間 8,760 時間の計測データに基づきシミュレーションを行った。 
対象地区の熱源水ネットワークまたは冷却水ネットワークを利用した熱源水温度および冷却水温
度を季節別に示す。2015 年 2 月における建物 B、C、D の熱源水温度を図 5.3.1～3 に示す。 
  




建物 B、C、D の 2015 年 2 月の熱源水温度および冷却水温度を示す。建物 D は DHC プラントの
グループ冷却塔を利用して放熱し、一部、プレート熱交換器を利用して放熱している。熱交換器を
を介して放熱された熱は、熱源水導管により建物 B、C へ送水され、暖房の熱源水として利用して

































図 5.3.1 建物 B における 2 月の熱源水温度 


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 建物 B～D の熱源機は、熱源水導管を通じて DHC プラントのグループ冷却塔を利用している。な

























































































































































































































































































































































































































系列1 系列2 系列3 系列4















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































建物 A は他の建物と比べて小規模なため、他の建物の 1 割以下となっている。年間を通じて冷熱
負荷が発生し、1～2 月は温熱負荷の 3 割程度の冷熱負荷が発生している。温熱負荷は 1～4 月、11
～12 月に発生している。 
建物 B は 4～11 月に冷熱負荷が、1～4 月、11～12 月に温熱負荷が発生しており、冬期には冷熱
負荷が発生していない。 
建物 C は年間を通じて冷熱負荷が発生し、1～2 月は温熱負荷の 3 割程度の冷熱負荷が発生してい
る。温熱負荷は 1～4 月、11～12 月に発生している。 
データセンターのある建物 D は冷熱負荷が年間を通じて安定して発生しており、2 月の冷熱負荷
は 8 月の 8 割程度発生している。温熱負荷は 1～4 月、11～12 月に発生しているのに加え、5～10
月も僅かに発生している。1～2 月は温熱負荷の 5 倍程度の冷熱負荷が発生している。また建物 D の




建物 A は建物規模が小さく、また DHC プラントのグループ冷却塔を有することより、建物 A の
プラントの消費電力の半分以上をグループ冷却塔が占めている。 
建物 B は、中間期に比べ夏期と冬期に増加する傾向がみられる。建物 D の電力消費量は年間を通
じて大きく、全体の半分以上を占めている。また、建物 B,C は、中間期に比べ夏期と冬期に増加す



















 図 5.3.7 に建物別の熱供給システム効率を示す。事務所用途の建物 B、C は夏期に比べ冬期も熱供
給システム効率が低下することなく、建物 C は冬期の方が上昇している。第 3 章の大気熱を利用し
た既設 DHC では冬期に熱供給システム効率が顕著に低下したが（図 3.3.3 参照）、ここではそうい
った傾向がみられない。これは冬期に熱源水ネットワークにより熱源水を利用していることによる
と考えられる。また冬期において建物 C の熱供給システム効率が建物 B に比べ上昇しているのは、























12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月










































 図 5.3.8 に対象地区の熱供給システム効率を示す。冬期が約 1.7、夏期が約 1.5、年間では 1.67 と
なった。熱源水ネットワークを形成する冬期（11～3 月）の熱供給システム効率が顕著に高い値と






























































図 5.3.8 対象全体の熱供給システム効率 
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5.4 中央熱源空調へのデータセンター排熱を利用した熱源水ネットワーク導入による効率向上効    
果のシミュレーションによる分析 


















なお本章においても第 3 章と同様に、シミュレーションは ENEPRO21 を用い、シミュレーション
モデルの設定も第 3 章と同様に行った。 
 
  










































































































































































対象地区の実際のシステムや BEMS データ（2014 年 12 月～2015 年 11 月）に基づき、対象地区
の運転を模擬するシミュレーションモデルの設定を行った。  
(2) 負荷の設定 
負荷は第 3 章と同様に、対象地区の BEMS データより、月毎に代表日を選定して設定した。本章
では各月の代表日を平日、休日の各 1 日選定し、年間で 24 パターン、建物 B～D で合計 72 パター
ンの負荷を設定した 
代表日の選定方法について 12 月の平日を例に説明する。図 5.4.1 に 12 月の平日の建物 B～D の合
計の日別供給熱量を示す。この内、平均値に最も近い供給熱量の日を代表日の候補とする。そして
その日に特異な運転を行っていないか、運転実績を確認して代表日を決定する。ここでは平均値
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 a) 熱源システムの設定 
 熱源システムの構成としては、建物毎に当該建物専用の熱源機が設置されており、冷却塔は建物
A のセンタープラントのみに設置され、各建物の熱源機は熱源水導管を通じて共用している。また
建物 A には、建物 B、C の熱源水と建物 D の冷却水との熱交換を行うための熱交換器が設置されて
いる。建物 B、C は、ターボ冷凍機×1、水熱源ヒートポンプ×2 および蓄熱槽という構成となって
いる。建物 D は、ターボ冷凍機×4、ダブルバンドルヒートポンプ×2、空冷ヒートポンプ×2 およ
び蓄熱槽という構成である。 
 上記のシステムを基にシミュレーションモデルを作成した。 
 夏期の冷房時および冬期の暖房時のシステム概念図を図 5.4.2、図 5.4.3 に示す。 
 b) 運転計画 
 各建物は蓄熱槽を有しており、基本的に夜間は蓄熱運転し、昼間は蓄熱槽からの放熱運転に加え、
熱負荷に応じて不足分を熱源機の追い掛け運転により熱供給を行っている。  
 冬期の暖房時、建物 C、D は冷房負荷も発生しているため、ダブルバンドルヒートポンプを優先
して運転している。その際、冷房負荷と暖房負荷の発生時間のズレは蓄熱槽で吸収している。建物
C におけるダブルバンドルヒートポンプで処理しきれない暖房負荷と建物 B の暖房負荷は、建物 A
のセンタープラントの熱交換器を介して、建物 D の冷却水と熱交換した熱源水を用いて、温水製造
し供給している。建物 D はダブルバンドルヒートポンプでは処理しきれない冷房負荷を建物 A の熱




























建物D 建物A 建物B 建物C


























建物D 建物A 建物B 建物C










12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月
効率(実績値) 効率(シミュレーション)
(3) 実績値とシミュレーション値の比較 































12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 年間
効率  (実績値)  [-] 1.66 1.65 1.71 1.56 1.35 1.59 1.59 1.68 1.59 1.77 0.95 0.93 1.58
効率  (シミュレーション) [-] 1.56 1.56 1.57 1.58 1.48 1.39 1.43 1.34 1.35 1.44 1.43 1.55 1.45













表 5.4.1 建物 B の実績値とシミュレーション値の誤差率 





































12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 年間
効率  (実績値)  [-] 2.14 2.02 2.07 2.27 1.98 1.29 1.49 1.53 1.46 1.48 1.45 1.97 1.70
効率  (シミュレーション) [-] 2.16 2.05 2.13 2.38 1.51 1.36 1.43 1.41 1.40 1.41 1.51 2.09 1.67













表 5.4.2 建物 C の実績値とシミュレーション値の誤差率 






































12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 年間
効率  (実績値)  [-] 1.71 1.73 1.75 1.67 1.61 1.61 1.69 1.69 1.66 1.65 1.63 1.65 1.67
効率  (シミュレーション) [-] 1.81 1.76 1.73 1.80 1.77 1.73 1.67 1.57 1.56 1.73 1.74 1.71 1.70














表 5.4.3 建物 D の実績値とシミュレーション値の誤差率 
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12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 年間
効率  (実績値)  [-] 1.77 1.77 1.80 1.75 1.66 1.56 1.64 1.65 1.61 1.63 1.57 1.66 1.67
効率  (シミュレーション) [-] 1.84 1.78 1.77 1.88 1.70 1.62 1.60 1.50 1.50 1.64 1.69 1.77 1.67






















12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月
効率(実績値) 効率(シミュレーション)
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電力量 [GJ] 62,790 -1%
供給熱量 [GJ] 104,680 -1%
効率 [-] 1.67 0%1.67
63,523
106,095
























 a) 熱源システムの設定 




冷却塔から自建物に設置された冷却塔に変更し、冷却水ポンプの揚程等を変更している。   
 上記のシステムを基にシミュレーションモデルを作成した。  
 夏期の冷房時および冬期の暖房時のシステム概念図を図 5.4.9、図 5.4.10 に示す。 
































































































12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 年間
効率  (建物個別空調) [-] 1.16 1.15 1.11 1.16 1.42 1.44 1.36 1.46 1.44 1.52 1.52 1.29 1.32
効率  (熱源水ネットワーク利用) [-] 1.56 1.56 1.57 1.58 1.48 1.39 1.43 1.34 1.35 1.44 1.43 1.55 1.45














表 5.4.6 建物 B の建物個別システムと次世代型 DHC の効率差 














12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 年間
効率  (建物個別空調) [-] 1.27 1.24 1.22 1.29 1.46 1.40 1.39 1.37 1.36 1.41 1.43 1.39 1.34
効率  (熱源水ネットワーク利用) [-] 2.16 2.05 2.13 2.38 1.51 1.36 1.43 1.41 1.40 1.41 1.51 2.09 1.67























12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月
効率(建物個別) 効率(次世代型DHC)















12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 年間
効率  (建物個別空調) [-] 1.75 1.70 1.67 1.74 1.72 1.68 1.62 1.52 1.51 1.68 1.68 1.65 1.65
効率  (熱源水ネットワーク利用) [-] 1.81 1.76 1.73 1.80 1.77 1.73 1.67 1.57 1.56 1.73 1.74 1.71 1.70























12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月
効率(建物個別) 効率(次世代型DHC)















12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 年間
効率  (建物個別空調) [-] 1.56 1.51 1.49 1.57 1.65 1.61 1.55 1.48 4.48 1.61 1.49 1.50 1.53
効率  (熱源水ネットワーク利用) [-] 1.84 1.78 1.77 1.88 1.70 1.62 1.60 1.50 1.50 1.64 1.69 1.77 1.67























12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月
効率(建物個別) 効率(次世代型DHC)
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図 5.4.15、表 5.4.10 に、データセンターを含む対象地区の年間のシミュレーション結果を示す。
年間の熱供給システム効率は、熱源水ネットワークが 1.61、建物個別空調が 1.53 となり、効率の差






















































表 5.4.10 システム全体の建物個別システムと次世代型 DHC の熱電負荷数値 
 
建物個別空調 熱源水ネットワーク利用 差
電力量 [GJ] 69,120 63,523 -5,597
供給熱量 [GJ] 106,095 106,095 0
























12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月
効率(建物個別) 効率(次世代型DHC)




















12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 年間
効率  (建物個別空調) [-] 1.23 1.20 1.18 1.25 1.46 1.41 1.38 1.40 1.39 1.44 1.44 1.38 1.33
効率  (熱源水ネットワーク利用) [-] 1.91 1.84 1.90 2.09 1.50 1.37 1.43 1.38 1.38 1.42 1.49 2.02 1.59














表 5.4.11 熱源水利用する建物のみの次世代 DHC と建物個別システムの効率差 
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図 5.4.17、表 5.4.12 に、データセンターを含まない対象地区の年間のシミュレーション結果を示
す。年間の熱供給システム効率は、熱源水ネットワークが 1.59、建物個別空調が 1.33 となり、効率














































システム全体 建物個別空調 熱源水ネットワーク利用 差
電力量 [GJ] 22,029 18,488 -3,541
供給熱量 [GJ] 29,370 29,370 0
効率 [-] 1.33 1.59 0.26

























1) 熱源水ネットワークを形成する既設 DHC の熱供給システム効率の実績は、年間では 1.67 となっ
た。冬期が 1.70 となり夏期の 1.50 を上回ることを確認した。特に冬期にデータセンター排熱を
利用する建物 B、C の冬期の効率向上を確認した。 




は 1.53 となり、対象地区の 1.67 はこれと比べ 9.2%向上したことを確認した。 
4) 冬期に熱源水ネットワークを通じてデータセンター排熱を利用する建物 B、C のみの熱供給シス















































    
a) 大気を利用した建物個別空調の個別分散空調 
 
   
b) データセンター排熱による熱源水ネットワークを利用した個別分散空調 










































比較する 2 種類のシステムと参考に算出するシステムの計 3 種類のパッケージ空調方式のシステ






















 シミュレーションモデルの設定は、第 3 章と同様に行った。またシミュレーションモデルは第 5
章で設定したデータセンター排熱を利用する熱源水ネットワークを形成する既設 DHC の地区に、建





の BEMS データに基づいて設定した。 
(2) モデル建物の概要 
 モデル建物の概要を表 6.2.1 に示す。モデル建物は実在する建物を参考に建物規模や建物プランを
想定した。建物規模は地上 7 階建、延床面積は 16,167 ㎡とした。図 6.2.2 にモデル建物の基準階の

























図 6.2.2 モデル建物 平面概略図 
室内機 


































[%] 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
季節区分
冷熱負荷 0.051 0.082 0.112 0.186 0.187 0.141 0.089 0.04 0.032 0.025 0.025 0.03 100
温熱負荷 0.069 0.013 - - - - - 0.074 0.164 0.253 0.229 0.2 100
電力負荷 8.04 8.26 8.24 9.22 9.27 8.45 8.6 7.97 8.08 8.03 7.61 8.23 100
計
中間期 夏期 中間期 冬期
[-] 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
季節区分
冷熱負荷 0.85 0.84 0.84 0.84 0.83 0.82 0.84 0.76 0.78 0.77 0.79 0.8
温熱負荷 0.84 0.82 - - - - - 0.82 0.76 0.8 0.84 0.83 -
休日　割合 0.15 0.16 0.16 0.16 0.17 0.18 0.16 0.24 0.22 0.23 0.21 0.2 -
計
中間期 夏期 中間期 冬期
[日] 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
季節区分
平日数 21 21 21 22 21 20 22 19 20 19 19 21 -
休日数 9 10 9 9 10 10 9 11 11 12 9 10 -




表 6.2.2 事務所の熱負荷原単位（研究室の既調査結果より） 





 図 6.2.4 および図 6.2.5 に、シミュレーションで設定した外気乾球温度、外気湿球温度を示す。各
月とも対象地区において平日代表日（各月供給熱量平均値から熱源機器の稼働状況が一般的である

















































室内機の台数は、建物プランに基づきモデル設計を行い、1 フロア 40 台と設定した。 
 そして、通年冷房と季節空調の室内機台数の割合を 60％、40%と設定し、1 フロアあたり、それ
ぞれ 24 台、16 台と設定した。 
 冷房、暖房に必要となる室内機の能力が 3.35[kW/台]、3.73[kW/台]のため、冷房能力 3.6[kW]、
暖房能力 4.0[kW]の天井埋込カセットの 4 方向吹出の室内機を選定した。 
室外機の台数は、1 フロアあたり通年冷房用が 3 台、季節空調用が 3 台と設定した。図 6.2.6 に 1
フロアあたりの機器台数を模式的に示す。 
前述の容量設定より、市販されている空気熱源の個別分散空調の機器を選定した。選定した機器





























図 6.2.6 パッケージ空調機システム 概略図 
表 6.2.3 機器性能一覧〔空冷パッケージ空調機〕 
空冷〔冷房専用〕 空冷〔切替〕 室内機
馬力[HP] 12 10 1.25
本体型番 PQRY-EP335DMG４ PQRY-EP280DMG4 PLFY-P36EMG4
冷房能力[kW] 33.5 28.0 3.6




























 a) 供給熱量 
 図 6.2.8 に空冷パッケージ空調を用いた際の中小規模建物の月別供給熱量を示す。冷房負荷は 7


































図 6.2.7 機器定格能力〔空冷パッケージ空調機〕 
















 b) 電力消費量 
















 c) 熱供給システム効率 
 月別電力消費量、供給熱量から図 6.2.10 に示す月別システム COP を算出した。夏期(6～9 月)に















図 6.2.8 月別の供給熱量 






















































 a) 熱源システムの概要 
 図 6.2.11 に夏期のシステム図を示す。夏期は対象地区の熱源水ネットワークに接続し、DHC プラ
ントのグループ冷却塔を利用する。プレート熱交換器を用い、アプローチ温度を 1℃として冷却水
を利用することを想定した。対象地区の 5～9 月の冷却水温度が約 25～30℃のため、パッケージ空





























































































 c) 冷却塔の設定 










馬力[HP] 12 10 1.25
本体型番 PQRY-P335DMG４ PQRY-P280DMG4 PLFY-P36EMG4
冷房能力[kW] 33.5 28.0 3.6
暖房能力[kW] ―　(37.5) 31.5 4.0
熱源水流量[㎥/h] 5.76（Δt=5.0℃） 5.76（Δt=4.7℃） ―
表 6.2.4 機器仕様〔水冷パッケージ空調機〕 
図 6.2.13 機器定格能力〔水冷パッケージ空調機〕 






































 また、図 6.2.15 に 7 月代表日におけるグループ冷却塔の稼働状況と各熱源機器の冷却水入温度と
の関係を示す。各時間帯において、冷房排熱量に対する冷却塔のファン動力を余剰に稼働させるこ
とで、通常の冷却水温度(32℃)よりも低温度の冷却水を製造している。代表日において、外気湿球







































図 6.2.14  対象地区における冷却塔の月別電力消費量原単位 






 d) 循環ポンプの設定  
 循環ポンプの機器仕様を表 6.2.5 に示す。パッケージ空調機の一台あたりの必要流量が 5.76[㎥/h]
で、42 台あるため、全体で流量 240[㎥/ｈ]となる。循環ポンプは 120[㎥/h]の 2 台構成とした。 
循環ポンプの電力消費量は、以下の式(1)を用いて概算で算出した。冷却水ポンプを回転数制御し
た場合、消費電力量は冷房負荷の大きさに概ね比例すると仮定し、冷却水ポンプ消費電力量を求め
















 e) 冷却水・熱源水入温度の設定 
図 6.2.16 に設定した冷却水・熱源水入温度の時刻別推移を示す。水冷パッケージ空調方式〔個別
式〕と同様に、各月各時刻で一定として設定を行った。各月の温度とも、SK 地区の BEMS データ
を参考にした。算出の方法として、第 2 プラントにおける各熱源機器の熱源機器稼働時における熱
源水・冷却水入時刻別温度の平均値を各月で算出した。また、設定する温度は熱源ユニットに用い
る温度のため、熱交換器による熱ロス(2016 年第 4 回エネルギーシステム研究会参考)を 5～9 月に





















































































 b) 熱供給システム効率 
 図 6.2.18 に月別の熱供給システム効率を示す。夏期(6～9 月)における熱供給システム効率は 1.17、
































 a) 冷房排熱量 
 図 6.2.19 に対象地区全体に対するモデル建物の冷房排熱量を示す。モデル建物の冷房排熱は 7 月
に最大となることを確認した。共通のグループ冷却塔を利用する建物 A～C に対する割合をみると、
















 b) 熱源水利用熱量 

































図 6.2.19 月別冷房排熱量 対象地区全体 


















































 図 6.2.22 に各方式の月別の熱供給システム効率を示す。冬期には、水冷パッケージ空調方式〔接
続式〕が最も高効率であり、1、2 月には熱供給システム効率は 1.1 となった。一方、空冷パッケー



















































































































は 1.05 となり、建物個別空調の個別分散空調の 0.96 に比べ、約 9.4%向上することを確認した。 
























































は 3～4 章の知見を活用し、また DHC は 4 章、中央熱源空調、個別分散空調は 5～7 章の知見を活用し
た。熱源水プラントで河川水を取水し、シェルアンドチューブ方式の熱交換器により熱交換し、1 系統
2 管式の熱源水ネットワークにより、各建物・地区へ熱源水を供給し、DHC と中央熱源空調、水熱源の




b) 河川水による熱源水ネットワークを利用した DHC、建物個別空調 













































 モデル地区は、東京湾岸エリアの 2 つの河川に接する約 1.1km2 の地区を想定した。その地区の既設
建物および今後の開発を予想した建物を想定し、空調熱源方式、建物用途、建物規模が混在した建物群
を供給対象とした。 
 河川水の再生可能エネルギー熱を利用については第 3～4章、熱源水ネットワークについては第 3、5、
6 章、中央熱源空調については第 5 章、個別分散空調については第 6 章での設定を参考に、シミュレー
ションモデルの設定を行った。 






物と、今後の開発を想定した建物の全 1地区＋7棟（延床面積合計 734,800㎡）とした。 
空調熱源方式は、DHCが 1地区、中央熱源空調の建物が 3棟（一部、給湯用熱源設備を含む）、個別分
分散空調が 3棟となっている。 
建物用途は、業務が 4棟、商業 1棟、ホテル 1棟、病院 1棟、事務所と商業等の複合施設が 1地区と
なっており、建物規模（地区の規模）は約 1万～46万㎡である。 
モデル地区の供給対象建物概要を表 7.2.1 に示す。 
 




想定システム 名称 用途 新築/既存 延床面積[㎡]
地域冷暖房方式
A-1 複合 既存 460,000
A-2 業務 新築 80,000
中央熱源空調方式 B-1 商業 新築 20,000
中央熱源空調方式＋給湯
B-2 ホテル 新築 40,000
B-3 病院 新築 50,000
パッケージ空調方式
C-1 業務 既存 9,700
C-2 業務 既存 27,400

















図 7.2.1 熱源水ネットワークの熱源水導管等の配置概念図 
 
 























































7.2.4 モデル地区における DHCのシミュレーションモデルの設定（A-1,2） 
(1) 設定方法の概要 
モデル地区における DHC のシミュレーションモデルは、第 3 章で設定した大気の再生可能エネルギ
ー熱を利用する既設 DHC 地区を基にしたモデルを用いる（A-1 地区）。このモデルは、河川水と熱交換
した熱源水が熱源水ネットワークを通じて DHC へ供給され、その熱源水を採熱源にヒートポンプを駆
動し、冷温水を製造し、各建物へ冷温熱を供給するシステムを想定している（図 7.2.3 参照）。 
本章ではさらに、対象地区の隣接街区に事務所を中心とした複合開発（A-2 地区）が行われることを
想定し、当該 DHC より冷温水を供給するシステムを想定した。これは、東京都が 2016 年より DHC の
供給エリアの周囲500m以内に新設する大規模建物を対象にDHCの供給受入れ検討を義務づける条例が
施行されたことより、今後、DHC の隣接街区への供給拡大を行う DHC が増加することを想定して設定
したものである。この建物の熱負荷原単位は A-1 地区と同様と想定した。 
熱源の温度条件は、前章までと同様に河川水は箱崎地区の河川水温度を、大気は第 3 章のモデル地区
の外気温度を用いた（共に 2015 年度）。シミュレーションプログラムも同様に ENEPRO21 を使用した。 
(2) 建物概要 
 DHC の供給対象は、第 3 章で設定した大気の再生可能エネルギー熱を利用する既設 DHC を基にした
A-1 地区と隣接街区に開発されることを想定した A-2 地区と設定した。A-2 地区は、隣接する街区の内、
建替えの進んでいない街区を統合して一街区として開発されることを想定し対象街区を設定し、法定容
積率等より延べ床面積を 80,000 ㎡と設定した。 
(3) 負荷の設定 
負荷は第 3 章で設定した A-1 地区の熱負荷を原単位化し、A-2 に建設される建物の延床面積に乗じて
設定した。 
(4) 熱源システム概要 
A-2 地区を供給対象に追加して供給検討を行ったところ、既設 DHC の熱源システムに余力があり、
設備の増設なしに供給可能であることを確認した。そのため新規に熱源設備は持たずに A-1 地区の地域 
冷暖房から冷水と温水を受け入れることを想定した。熱源システムは、第 3 章で設定した既設 DHC と
熱源機は同容量のまま、河川水の再生可能エネルギー熱利用に機器更新するモデルと、大気利用、熱源
機種別、容量をそのままに機器更新をしたモデルを用いた。 



























































熱を供給するシステムを想定している（表 7.2.2 参照）。 
負荷原単位は芝浦工業大学村上研究室の既往研究による負荷原単位を用いて設定した。また前章まで
と同様に、熱源の温度条件については、河川水は箱崎地区の河川水温度を、大気は大気熱を利用する既














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































表 7.2.3 各熱源機器の設定条件 























































3.3 3.3 3.6 













































































の外気温を用い（共に 2015 年度データ）、シミュレーションプログラムは ENEPRO21 を使用した。 
(2) 建物概要 
 モデル地区内の既存の中小ビルの内、業務用途の建物 3 棟を対象にモデル設定を行った。3 棟の概要
を以下に示す（表 7.2.4 参照）。 
 
表 7.2.4  モデル建物概要 
 C-1ビル C-2ビル C-3ビル 
建物用途 事務所 事務所 事務所 
延床面積 [m²] 9,700 27,400 47,700 
高さ [m] 55 50 82.1 
階数 [階] 11 10 17 





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































図 7.2.7 シミュレーションで設定した時刻別冷温熱負荷推移 
〔上：C-1 ビル、中央：C-2 ビル、下：C-3 ビル〕 
















データ）、シミュレーションプログラムは ENEPRO21 を使用した。 
(2) 建物概要 
 7.2.5 にて設定した中央熱源空調の建物の内、ホテルと病院を供給対象とした。 
 






 a) ホテル 
ホテルの給湯負荷の算出は、既往研究による原単位より算出した給湯負荷が含まれる温熱負荷を基に
算出した。「天然ガスコージェネレーション計画・設計マニュアル 2008」7-1)のホテルの月別温熱負荷比
率（表 7.2.6）を参考にし、6~10 月に関しては 0[MJ/m2・h]として設定し、その他の月については 2/3 を


























表 7.2.6 ホテルの月別負荷比率 
[%] 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 
計 
季節区分 中間期 夏期 中間期 冬期 











 b) 病院 
病院の給湯負荷の算出は、「天然ガスコージェネレーション計画・設計マニュアル 2008」7-1)を基に算
出した。設定した給湯負荷と冷温熱源負荷の月別の推移を図 7.2.10 に示す。 
 
表 7.2.7 病院の年間給湯負荷原単位・ピーク負荷原単位 
 年間熱負荷原単位 ピーク熱負荷原単位 
給湯負荷 334.8 [MJ/m2y] 167.4 [kJ/m2] 
 
 
表 7.2.8 病院の月別負荷比率 
[%] 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 
計 
季節区分 中間期 夏期 中間期 冬期 
















































































 a) 給湯用熱源機の設定 





















30 40 661.4 127.2 5.20 1.92 
25 35 578.5 127.7 4.53 1.67 
20 30 508.3 128 3.97 1.46 
15 25 449.9 128.9 3.49 1.29 
12 22 418.7 128.8 3.25 1.20 












 b) 河川水取水温度の設定 
河川水取水温度の設定は、2015 年度の箱崎 BEMS データを用いた。給湯での試算は、月別ベースでの
省エネ効果の検証のため、各月で河川水取水温度の平均値を算出し、間接利用方式を想定して 5~10 月
は取水温度＋3℃、4～11 月は取水温度－3℃として設定した。設定した各月の河川水熱利用による熱源


























































 図 7.2.14 に月別と年間の熱供給システム効率を示す。河川水を利用することにより、暖房期における
省エネルギー率は約 21.5％となり、年間の省エネルギー率は約 6.2％となった。 
 
 








TR系 HTHP系 DBHP系 冷却塔・加熱塔 冷温水二次ポンプ
※系：主機、冷温水一次ポンプ、冷却水・熱源水ポンプを合わせたもの
取水ポンプ
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































図 7.2.15 と図 7.2.16 に一次エネルギー消費量と熱供給システム効率のシミュレーション結果を示す。


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































図 7.2.17 と図 7.2.18 に一次エネルギー消費量と熱供給システム効率のシミュレーション結果を示す。



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































図 7.2.17 一般想定システムと河川水熱利用システムの電力消費量の比較 






















































































































図 7.2.18 一般想定システムと河川水熱利用システムのシステム COP 比較 










川水温度が 30℃近くまで上がるためで、省エネルギー効果は平均で約 31.6％となった。 

































































































































































































































































































































































































































































































































































































図 7.2.20 主要 3種類の空調熱源方式における省エネルギー効果 





















































































































































した。大気熱を利用した既設 DHC の熱供給システム効率は、年間では 1.28 と比較的高い値となっ





















































ERES = Qusable × (1－1 / SPF)  ・・・(1) 
 


































8.1.3 既存 DHC（箱崎地区）における河川水の再生可能エネルギー熱利用技術の実証（第 4 章） 


































































モデル地区は、東京湾岸の河川に面した約 1.1k ㎡の地区に立地する 7 棟の建物、1 地区の DHC（延
べ床面積合計 734,800 ㎡）を対象とした。これらの建物の空調熱源方式は DHC、中央熱源空調、個
別分散空調が混在するとともに、建物用途も事務所、商業、ホテル、病院、複合などが混在し、建
物規模も 9,700～46,000 ㎡の建物・地区が混在している。検証にあたり、河川水の再生可能エネル
ギー熱利用については 3～4 章の知見を活用し、また DHC は 4 章、中央熱源空調、個別分散空調は
5～6 章の知見を活用した。熱源水プラントで河川水を取水し、シェルアンドチューブ方式の熱交換
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A STUDY ON THE AMOUNT OF RENEWABLE ENERGY SUPPLIED BY HEAT PUMP
A rough estimate of the amount of renewable energy from air-source heat based on the EU guideline
1 2 3
Satoshi YAMAKAWA, Masashi KAWANO, Kimiya MURAKAMI
In the present study, we investigated a method to estimate the renewable-energy-based heat from air supplied by a heat pump in Japan. This 
method is based on the quantitative evaluation method by the EU. We proposed a macro-level estimation method that uses the statistical data 
from the government and various organizations. And we estimated it roughly, the renewable energy supplied by air-source heat pumps was 
403.6PJ/year for buildings in the civil sector, 35.7PJ/year in the industrial sector, and 0.09PJ/year in the agricultural sector, resulting in a total 
of 439.4PJ/year. 
Keywords : Heat pump, Renewable energy, air-source heat 
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HHP SPF HHP SPF HHP SPF
[h] [ ] [h] [ ] [h] [ ]
Aerothermal Air-Air 1,200 2.7 1,770 2.6 1,970 2.5
energy Air-Water 1,170 2.7 1,640 2.6 1,710 2.5
Air-Air (reversible) 480 2.7 710 2.6 1,970 2.5
Air-Water (reversible) 470 2.7 660 2.6 1,710 2.5
Exhaust Air-Air 760 2.7 660 2.6 600 2.5
Exhaust Air-Water 760 2.7 660 2.6 600 2.5
Geothermal Ground-Air 1,340 3.2 2,070 3.2 2,470 3.2
energy Ground-Water 1,340 3.5 2,070 3.5 2,470 3.5
Hydrothermal Water-Air 1,340 3.2 2,070 3.2 2,470 3.2
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HHP SPF HHP SPF HHP SPF
[h] [ ] [h] [ ] [h] [ ]
Aerothermal Air-Air 1,200 2.7 1,770 2.6 1,970 2.5
energy Air-Water 1,170 2.7 1,640 2.6 1,710 2.5
Air-Air (reversible) 480 2.7 710 2.6 1,970 2.5
Air-Water (reversible) 470 2.7 660 2.6 1,710 2.5
Exhaust Air-Air 760 2.7 660 2.6 600 2.5
Exhaust Air-Water 760 2.7 660 2.6 600 2.5
Geothermal Ground-Air 1,340 3.2 2,070 3.2 2,470 3.2
energy Ground-Water 1,340 3.5 2,070 3.5 2,470 3.5
Hydrothermal Water-Air 1,340 3.2 2,070 3.2 2,470 3.2
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SPF EU 1.15 1/
1.15
COP 1/
9,760kJ/kWh 0.369 3,600kJ/9,760kJ  





, EHP 2013 1
SPF 2013 AHP EHP 
1990 2013 AHP
EHP 2013 AHP EHP 




in 2013stock of AHP and EHP (1990-2013) 2013










1990 2013  
COP of AHP and EHP (1990-2013)
R.D. : HPTCJ data
C.R. : Table2-(a)
Share in 2013stock
of AHP and EHP (1990-2013)
R.D. : 8)
C.R. : Table2-(c)
SPF (Stock average COP of AHP and EHP(2013)) 
C.R. : Table2-(e)
Sum of products for each year
Fig.2 Estimating flow of SPF (Heating for the civil sec./non-resi.)
R.D. : Reference Data (hereinafter called "R.D."),  C.R. : Calculation Results (called "C.R.")
(b) (c=b/Σb)
Residual Share in
Fiscal service 2013stock of
year AHP EHP life AHP and EHP AHP EHP
[ ] [ ] [%] [%] [ ] [ ]
1990 2.87 2.91 5 0.3 0.01 0.01
1991 2.94 2.91 7 0.5 0.01 0.01
1992 3.00 2.92 11 0.7 0.02 0.02
1993 3.07 2.92 15 1.0 0.03 0.03
1994 3.13 2.93 20 1.3 0.04 0.04
1995 3.20 2.93 27 1.7 0.06 0.05
1996 3.50 2.95 34 2.2 0.08 0.07
1997 3.80 2.97 42 2.7 0.10 0.08
1998 3.80 2.98 50 3.2 0.12 0.10
1999 3.80 3.00 58 3.8 0.14 0.11
2000 3.80 3.02 66 4.3 0.16 0.13
2001 3.80 3.07 73 4.7 0.18 0.14
2002 3.80 3.11 79 5.1 0.19 0.16
2003 3.80 3.16 85 5.5 0.21 0.17
2004 3.80 3.20 89 5.8 0.22 0.18
2005 3.80 3.61 93 6.0 0.23 0.22
2006 3.80 4.01 95 6.2 0.23 0.25
2007 3.80 4.01 97 6.3 0.24 0.25
2008 3.80 4.01 99 6.4 0.24 0.26
2009 3.80 4.01 99 6.4 0.24 0.26
2010 3.80 4.01 100 6.5 0.25 0.26
2011 3.80 4.01 100 6.5 0.25 0.26
2012 3.80 4.01 100 6.5 0.25 0.26
2013 3.80 4.01 100 6.5 0.25 0.26
Total 1,543 100 3.75 3.58
(e=Σd) 3.75 3.58
(a) (d=a×c)
SPF(Stock average COP of AHP and EHP(2013))












Annual thermal road for building type per region 
(2013stock) 2013
AHP EHP Ratio of AHP and EHP use 
for building type  (2013stock)
Fig.3
Stock floor area for building type per 
region(2013) Basic 






















1990 2013 4) AHP
EHP Ratio of AHP and EHP use in heating heat source 
for building type  (1990-2013)
2013  
(a) (b) (c=a×b)
Stock floor area(2013) Ratio(2013stock) Stock floor area(2013)
[103m2] [%] [103m2]
Cold Office 345,062 38.1 131,436




Warm Office 1,485,373 38.1 565,787





Table4  Stock floor area for building type per region (2013)
Region Building type
Sum of products for each 








Basic unit of 
annual thermal 
load for building 
type per region
R.D. : 12)-15), 
Note3) 
C.R. : Table5-(f)
Products for building 
type per region
Annual thermal road for building
type per region (2013stock)
C.R. : Table6-(c)
Ratio of AHP 
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R.D. : 8), 16)
C.R. : Table7-(b)
Ratio of AHP and EHP use for 
building type (2013stock)
C.R. : Table7-(e)
Sum of products by building 
type for HP type
Qusable of AHP and EHP(2013stock) 
C.R. : Table8-(c)
Fig.3 Estimating flow of Qusable (Heating for the civil sec./non-resi.)
Stock floor area Ratio
Raw data Calculation results
[103m2] [%] [103m2] [103m2]
Cold region 327,790 18.9 345,062
Warm region 1,411,023 81.1 1,485,373
Total 1,738,813 100.0 1,830,435 1,830,435






Building Stock floor area Basic unit of Annual thermal
type (2013) annual thermal load load(2013stock)
[103m2] [MJ/m2 y] [TJ]
Cold Office 131,436 58 7,593
Hotel 17,145 184 3,157
Store 107,262 233 25,043
Hospital 20,977 161 3,385
School 68,242 41 2,787
Warm Office 565,787 57 32,365
Hotel 73,802 189 13,916
Store 461,724 199 91,938
Hospital 90,301 168 15,170
School 293,759 37 10,834
1,830,435 206,188Total




(a) (b) (c) (d=a×b×c) (e) (f=d×e)
Region Building Basic unit of Ratio of Ratio of Basic unit of System Basic unit 
type annual energy annual annual COP of of annual
consumption consumption thermal load consumption building air thermal 
for buildings  for heat for heating of heat source -conditioning load
source  for heating
[MJ/m2 y] [%] [%] [MJ/m2 y] [ ] [MJ/m2 y]
Cold Office 1,649 31.1 16.0 82 0.706 58
region Hotel 2,581 28.6 35.3 261 184
Store 4,625 31.0 23.1 331 233
Hospital 2,315 32.0 30.9 229 161
School 1,166 31.1 16.0 58 41
Warm Office 1,633 31.1 16.0 81 57
region Hotel 2,643 28.6 35.3 267 189
Store 3,944 31.0 23.1 282 199
Hospital 2,410 32.0 30.9 238 168
School 1,053 31.1 16.0 52 37
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Total 1,738,813 100.0 1,830,435 1,830,435






Building Stock floor area Basic unit of Annual thermal
type (2013) annual thermal load load(2013stock)
[103m2] [MJ/m2 y] [TJ]
Cold Office 131,436 58 7,593
Hotel 17,145 184 3,157
Store 107,262 233 25,043
Hospital 20,977 161 3,385
School 68,242 41 2,787
Warm Office 565,787 57 32,365
Hotel 73,802 189 13,916
Store 461,724 199 91,938
Hospital 90,301 168 15,170
School 293,759 37 10,834
1,830,435 206,188Total




(a) (b) (c) (d=a×b×c) (e) (f=d×e)
Region Building Basic unit of Ratio of Ratio of Basic unit of System Basic unit
type annual energy annual annual COP of of annual
consumption consumption thermal load consumption building air thermal
for buildings  for heat for heating of heat source -conditioning load
source  for heating
[MJ/m2 y] [%] [%] [MJ/m2 y] [ ] [MJ/m2 y]
Cold Office 1,649 31.1 16.0 82 0.706 58
region Hotel 2,581 28.6 35.3 261 184
Store 4,625 31.0 23.1 331 233
Hospital 2,315 32.0 30.9 229 161
School 1,166 31.1 16.0 58 41
Warm Office 1,633 31.1 16.0 81 57
region Hotel 2,643 28.6 35.3 267 189
Store 3,944 31.0 23.1 282 199
Hospital 2,410 32.0 30.9 238 168
School 1,053 31.1 16.0 52 37
Table5  Basic unit of annual thermal load for building type per region
Heating heat source share in stock of all heat source for 







2) AHP EHP Table8-(b) Table7-(e)
(Qusable)
(2) (3) SPF Table8-(d) Table2-(e) Qusable
Table8-(c) (1) ERES
ERES
AHP 9.5PJ EHP 66.0PJ ERES 75.5PJ
2006
22kW 4.5kW  
SPF COP
2006 2013 COP Table9-(a)
Qusable Fig.4
Table9 Qusable Number of units 
shipped(2006-2013) Equipment capability  
8) Residual service life(2006-2013) Total 




(2) (3) SPF Qusable (1)
ERES
Table9-(h) ERES









Region Building type Annual thermal
load(2013stock) AHP EHP AHP EHP AHP EHP AHP EHP AHP EHP
[TJ] [%] [%] [TJ] [TJ] [ ] [ ] [TJ] [TJ] [PJ] [PJ]
Cold Office 7,593 10.7 40.9 809 3,103 3.75 3.58 216 867 0.6 2.2
Hotel 3,157 6.0 31.9 188 1,006 50 281 0.1 0.7
Store 25,043 3.3 50.2 828 12,573 220 3,515 0.6 9.1
Hospital 3,385 9.2 34.7 311 1,174 83 328 0.2 0.8
School 2,787 15.3 34.5 426 962 114 269 0.3 0.7
Warm Office 32,365 10.7 40.9 3,450 13,225 919 3,698 2.5 9.5
Hotel 13,916 6.0 31.9 830 4,435 221 1,240 0.6 3.2
Store 91,938 3.3 50.2 3,038 46,158 809 12,906 2.2 33.3
Hospital 15,170 9.2 34.7 1,393 5,260 371 1,471 1.0 3.8
School 10,834 15.3 34.5 1,657 3,740 441 1,046 1.2 2.7
12,931 91,636 3,444 25,622 9.5 66.0
206,188
Table8  ERES of heating for the civil sector (non-residential) (The amount of renewable energy supplied by heat pump
(b) (c=a×b) (d) (e=c/d) (f)
Total 104,567 29,065 75.5





Fiscal Residual Total load
year service equivalent
22kW4.5kW 22kW 4.5kW 22kW4.5kW life operating hours22kW4.5kW22kW4.5kW 22kW 4.5kW
[ ] [ ] [103units] [103units] [kW] [kW] [%] [h] [TJ] [TJ] [TJ] [TJ] [PJ] [PJ]
2006 3.40 4.00 0.75 0.87 22 4.5 95 4,600 0.26 0.06 0.08 0.02 0.0002 0.0000
2007 3.61 4.00 0.88 1.32 97 0.31 0.10 0.09 0.02 0.0002 0.0001
2008 3.83 4.00 1.02 2.49 99 0.37 0.18 0.10 0.05 0.0003 0.0001
2009 4.04 4.00 1.06 2.50 99 0.38 0.19 0.10 0.05 0.0003 0.0001
2010 4.25 4.00 1.33 3.22 100 0.48 0.24 0.11 0.06 0.0004 0.0002
2011 4.31 4.05 1.69 3.38 100 0.61 0.25 0.14 0.06 0.0005 0.0002
2012 4.36 4.11 1.37 3.18 100 0.50 0.24 0.11 0.06 0.0004 0.0002
2013 4.42 4.16 1.12 2.56 100 0.41 0.19 0.09 0.05 0.0003 0.0001
Sub total 9.21 19.51 3.33 1.44 0.82 0.36 0.0025 0.0011
Total
Table9  ERES of Hot water for the civil sector (non-residential)
 (The amount of renewable energy supplied by heat pump
(a) (b) (c) (f=b×c×d×e) (g=f/a) (h)
28.72 4.77 1.17 0.0036
(COP) units shipped capability  / SPF
SPF Number of Equipment Qusable Qusable ERES















R.D. : 14), Note5)
C.R. : Table9-(e)
Sum of products for
Equipment capability
Qusable of HWHP(2013stock) 
C.R. : Table9-(f)
Fig.4 Estimating flow of Qusable(Hot water for the civil sec./non-resi.)
Fiscal
year Office Hotel Store Hospital School
AHP EHP AHP EHP AHP EHP AHP EHP AHP EHP AHP EHP AHP EHP AHP EHP AHP EHP AHP EHP
1990 6.2 34.1 10.7 7.3 0.0 14.8 3.1 25.2 3.3 5.8 0.2 0.3 0.1 0.2 0.1 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0
1991 12.1 27.9 0.0 9.0 14.1 2.6 6.2 12.8 8.7 15.6 0.5 0.6 0.3 0.3 0.3 0.1 0.1 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
1992 3.6 24.4 0.0 6.0 4.4 7.8 0.0 7.6 4.6 20.6 0.7 0.7 0.3 0.6 0.4 0.0 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1
1993 9.3 27.0 0.0 9.9 5.7 17.2 6.2 8.0 7.2 14.6 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 0.1 0.3 0.0 0.1 0.1 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1
1994 8.3 18.5 0.0 24.4 1.3 9.3 3.8 13.1 7.3 36.0 1.6 1.7 1.2 1.3 1.5 0.1 0.3 0.0 0.4 0.0 0.1 0.0 0.2 0.1 0.5
1995 5.7 14.6 0.0 10.3 0.0 4.4 6.2 15.4 5.1 37.4 2.1 2.3 1.9 2.3 1.7 0.1 0.3 0.0 0.2 0.0 0.1 0.1 0.3 0.1 0.6
1996 2.8 26.4 4.3 13.5 4.8 6.7 5.8 18.6 5.6 29.6 2.4 2.6 2.6 2.6 2.3 0.1 0.6 0.1 0.4 0.1 0.2 0.2 0.5 0.1 0.7
1997 10.4 31.4 0.0 21.9 4.2 4.8 9.8 19.7 3.7 19.8 3.4 3.6 3.1 2.9 2.6 0.4 1.1 0.0 0.8 0.1 0.2 0.3 0.6 0.1 0.5
1998 10.0 26.9 0.0 17.9 8.9 16.4 1.0 18.5 10.9 24.8 4.0 4.2 3.7 3.7 3.1 0.4 1.1 0.0 0.8 0.3 0.6 0.0 0.7 0.3 0.8
1999 11.7 21.6 2.1 11.8 0.6 4.5 1.5 15.4 8.6 31.6 3.7 4.3 3.7 3.6 4.3 0.4 0.8 0.1 0.5 0.0 0.2 0.1 0.6 0.4 1.4
2000 7.4 21.0 2.8 7.0 1.6 52.1 3.6 19.5 7.8 26.4 5.0 3.9 2.6 4.4 4.6 0.4 1.0 0.1 0.3 0.0 1.3 0.2 0.9 0.4 1.2
2001 8.3 38.2 2.3 43.9 0.0 50.0 1.8 30.1 29.8 37.7 6.4 5.8 1.8 4.1 3.5 0.5 2.4 0.1 2.6 0.0 0.9 0.1 1.2 1.0 1.3
2002 12.5 30.6 0.3 37.3 0.0 31.9 8.3 30.7 15.3 12.2 5.8 5.1 4.5 4.3 5.0 0.7 1.8 0.0 1.9 0.0 1.4 0.4 1.3 0.8 0.6
2003 4.7 31.4 11.7 14.9 0.0 23.1 7.5 25.2 6.3 31.1 5.5 6.7 3.7 5.9 5.1 0.3 1.7 0.8 1.0 0.0 0.8 0.4 1.5 0.3 1.6
2004 8.6 27.5 0.0 11.9 0.0 73.7 5.2 24.7 9.4 40.5 6.5 2.2 7.4 7.0 5.5 0.6 1.8 0.0 0.3 0.0 5.4 0.4 1.7 0.5 2.2
2005 16.2 20.0 0.0 28.1 0.0 67.0 19.9 30.9 7.4 56.6 7.3 7.1 7.7 6.6 5.9 1.2 1.5 0.0 2.0 0.0 5.1 1.3 2.0 0.4 3.3
2006 9.7 51.8 0.0 20.2 0.0 26.3 3.0 51.2 21.0 27.0 5.1 8.1 7.9 5.9 5.7 0.5 2.6 0.0 1.6 0.0 2.1 0.2 3.0 1.2 1.5
2007 14.5 71.1 0.0 67.4 5.4 64.3 6.8 45.2 18.3 31.8 4.5 3.9 8.0 5.6 7.4 0.7 3.2 0.0 2.6 0.4 5.2 0.4 2.5 1.4 2.4
2008 7.3 43.0 26.1 29.0 0.0 52.5 9.0 45.6 18.8 35.2 6.0 4.6 7.0 8.1 7.0 0.4 2.6 1.2 1.3 0.0 3.7 0.7 3.7 1.3 2.5
2009 10.0 40.9 38.1 61.9 0.0 94.2 6.4 37.2 3.6 44.6 6.8 3.7 8.2 5.0 5.6 0.7 2.8 1.4 2.3 0.0 7.7 0.3 1.9 0.2 2.5
2010 6.2 73.3 10.7 30.9 6.7 17.0 36.7 28.1 13.7 45.6 5.2 8.2 5.5 7.0 7.6 0.3 3.8 0.9 2.5 0.4 0.9 2.6 2.0 1.0 3.5
2011 15.2 57.8 0.0 100.0 28.3 71.7 0.8 65.3 5.7 20.2 4.4 3.8 4.9 5.3 5.9 0.7 2.6 0.0 3.8 1.4 3.5 0.0 3.5 0.3 1.2
2012 7.0 64.6 13.0 7.5 0.0 83.5 6.2 79.7 38.8 58.0 5.1 9.2 8.3 6.0 6.1 0.4 3.3 1.2 0.7 0.0 6.9 0.4 4.8 2.4 3.6
2013 25.3 72.4 0.0 89.8 7.7 78.8 17.5 26.1 35.6 31.0 6.8 6.4 4.5 6.1 7.8 1.7 4.9 0.0 5.8 0.3 3.6 1.1 1.6 2.8 2.4
(e) 10.7 40.9 6.0 31.9 3.3 50.2 9.2 34.7 15.3 34.5




Ratio of AHP and EHP use(2013stock)
Ratio of AHP and EHP use in heating heat source [%] Heating heat source share in stock of all heat source [%] a×b
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R.D. : 11), Note6)
C.R. : Table11-(b)
Fig.6 Estimating flow of Qusable (Heating for the civil sec./resi.)
(a) (b) (c) (d) (e) (f)
Number of Electricity Stock Average 
households consumption for HSPF of RAC
(2013stock)  heating per household (2013)
[103 households] [Mcal/household] [ ] [TJ] [TJ] [PJ]
52,430 377 4.55 376,920 82,757 294.2
Table11  ERES of Heating for the civil sector (residential)
(The amount of renewable energy supplied by heat pump)
Qusable Qusable/SPF ERES
(a) (b) (c) (d=b×c2013) (e) (f) (g=e×f/Σ e×f)) (h=d×g)
Fiscal COP COP HSPF HSPF Number Residual Ratio of 
year ratio for (actual (estimated of units service RAC share in d×g
2013 values) values) shipped life stock of RAC
[ ] [ ] [ ] [ ] [103 units] [%] [%] [ ]
1990 3.50 0.55 2.70 6,590 5 0.3 0.01
1991 3.50 0.55 2.70 7,364 7 0.4 0.01
1992 3.50 0.55 2.70 5,681 11 0.5 0.01
1993 3.50 0.55 2.70 5,082 15 0.7 0.02
1994 3.50 0.55 2.70 7,316 20 1.3 0.03
1995 3.50 0.55 2.70 7,988 27 1.9 0.05
1996 4.02 0.63 3.09 8,248 34 2.4 0.08
1997 4.35 0.68 3.35 6,272 42 2.3 0.08
1998 4.51 0.70 3.47 6,725 50 2.9 0.10
1999 4.90 0.76 3.77 6,438 58 3.2 0.12
2000 5.14 0.80 3.96 7,192 66 4.1 0.16
2001 5.28 0.82 4.06 7,521 73 4.7 0.19
2002 5.52 0.86 4.25 6,866 79 4.7 0.20
2003 5.43 0.85 4.18 6,466 85 4.7 0.20
2004 5.53 0.86 4.26 7,037 89 5.4 0.23
2005 5.69 0.89 4.38 7,573 93 6.1 0.26
2006 5.77 0.90 4.44 7,417 95 6.1 0.27
2007 5.86 0.91 4.51 7,382 97 6.2 0.28
2008 5.96 0.93 4.58 7,579 99 6.4 0.30
2009 6.05 0.94 4.65 6,906 99 5.9 0.28
2010 6.14 0.96 4.73 8,338 100 7.2 0.34
2011 6.23 0.97 4.80 8,303 100 7.2 0.34
2012 6.33 0.99 4.87 8,521 100 7.4 0.36
2013 6.42 1.00 4.94 9,423 100 8.1 0.40
(j) Total 174,229 100 4.55
(k) SPF (Stock average HSPF of RAC(2013)) 4.55
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R.D. : 11), Note6)
C.R. : Table11-(b)
Fig.6 Estimating flow of Qusable (Heating for the civil sec./resi.)
(a) (b) (c) (d) (e) (f)
Number of Electricity Stock Average 
households consumption for HSPF of RAC
(2013stock)  heating per household (2013)
[103 households] [Mcal/household] [ ] [TJ] [TJ] [PJ]
52,430 377 4.55 376,920 82,757 294.2
Table11  ERES of Heating for the civil sector (residential)
(The amount of renewable energy supplied by heat pump)
Qusable Qusable/SPF ERES
(a) (b) (c) (d=b×c2013) (e) (f) (g=e×f/Σ e×f)) (h=d×g)
Fiscal COP COP HSPF HSPF Number Residual Ratio of
year ratio for (actual (estimated of units service RAC share in d×g
2013 values) values) shipped life stock of RAC
[ ] [ ] [ ] [ ] [103 units] [%] [%] [ ]
1990 3.50 0.55 2.70 6,590 5 0.3 0.01
1991 3.50 0.55 2.70 7,364 7 0.4 0.01
1992 3.50 0.55 2.70 5,681 11 0.5 0.01
1993 3.50 0.55 2.70 5,082 15 0.7 0.02
1994 3.50 0.55 2.70 7,316 20 1.3 0.03
1995 3.50 0.55 2.70 7,988 27 1.9 0.05
1996 4.02 0.63 3.09 8,248 34 2.4 0.08
1997 4.35 0.68 3.35 6,272 42 2.3 0.08
1998 4.51 0.70 3.47 6,725 50 2.9 0.10
1999 4.90 0.76 3.77 6,438 58 3.2 0.12
2000 5.14 0.80 3.96 7,192 66 4.1 0.16
2001 5.28 0.82 4.06 7,521 73 4.7 0.19
2002 5.52 0.86 4.25 6,866 79 4.7 0.20
2003 5.43 0.85 4.18 6,466 85 4.7 0.20
2004 5.53 0.86 4.26 7,037 89 5.4 0.23
2005 5.69 0.89 4.38 7,573 93 6.1 0.26
2006 5.77 0.90 4.44 7,417 95 6.1 0.27
2007 5.86 0.91 4.51 7,382 97 6.2 0.28
2008 5.96 0.93 4.58 7,579 99 6.4 0.30
2009 6.05 0.94 4.65 6,906 99 5.9 0.28
2010 6.14 0.96 4.73 8,338 100 7.2 0.34
2011 6.23 0.97 4.80 8,303 100 7.2 0.34
2012 6.33 0.99 4.87 8,521 100 7.4 0.36
2013 6.42 1.00 4.94 9,423 100 8.1 0.40
(j) Total 174,229 100 4.55
(k) SPF (Stock average HSPF of RAC(2013)) 4.55
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Table13-(f) ERES 33.9PJ   
AHP
SPF 3.1.1(2) AHP COP  
Qusable Fig.7 Qusable
Thermal load of boiler (2013stock)
AHP Actualized ratio of AHP to boiler






consumption Ratio of fuel Fuel consumption Boiler efficiency Thermal load of
 for boilers consumption for boilers for boilers boilers (2013stock)
TJ % TJ [ ] TJ
Manufacture of food 60,563 15 9,084 0.9 8,176
Manufacture of beverages, tobacco, and feed 28,590 30 8,577 7,719
Manufacture of textile mill products 65,936 20 13,187 11,868
Manufacture of lumber and wood products, except furniture 13,733 22 3,061 2,755
Manufacture of furniture and fixtures 581 22 129 116
Manufacture of pulp, paper, and paper products 440,408 10 44,041 39,637
Printing and associated industries 2,676 22 596 537
Manufacture of chemical and associated products 375,369 20 75,074 67,566
Manufacture of petroleum and coal products 170,742 10 17,074 15,367
Manufacture of plastic products, except those that are otherwise classified 17,605 30 5,282 4,753
Manufacture of rubber products 5,585 20 1,117 1,005
Manufacture of leather tanning, leather products, and fur skins 119 22 27 24
Manufacture of ceramic, stone, and clay products 140,351 10 14,035 12,632
Manufacture of iron and steel 291,319 7 20,392 18,353
Manufacture of non-ferrous metals and products 4,884 10 488 440
Manufacture of fabricated metal products 5,752 22 1,282 1,154
Manufacture of general-purpose machinery 2,496 40 998 898
Manufacture of production machinery 13,160 40 5,264 4,738
Manufacture of business oriented machinery 1,633 60 980 882
Manufacture of electronic parts, devices, and electronic circuits 7,852 22 1,750 1,575
Manufacture of electrical machinery, equipment, and supplies 2,884 22 643 579
Manufacture of information and communication electronics equipment 649 22 145 130
Manufacture of transportation equipment 15,765 30 4,730 4,257
Miscellaneous manufacturing industries 954 22 213 191
Total 1,669,607 - 228,168 - 205,352
Table14  Thermal load of factory heating (2013stock)
Type of manufacturing industry Factory heating








Qusable of AHP(2013stock) 
C.R. : Table15-(d)
Product of the above three
Actualized ratio of 
AHP to boiler
C.R. : Table15-(b)
Fig.7 Estimating flow of Qusable (Heating for  the industrial sector)
(a) (b) (c=a×b) (d) (e) (f)
Number of Amount of heat Qusable SPF(Stock Qusable/SPF ERES
stock units supplied by each unit Average APF)
[103units] [GJ/units year] [TJ] [ ] [TJ] [PJ]
4,126 11.9 48,687 3.28 14,836 33.9
Table13  ERES of Hot water for the civil sector (residential)
(The amount of renewable energy supplied by heat pump
(a) (b) (c) (d=c×d2011) (e) (f) (g=e×f/Σ e×f)) (h=d×g)
Fiscal COP COP APF APF Number Residual Ratio of 
year ratio for (actual (estimated of units service HWHP share in
2011 values) values) shipped life stock of HWHP
[ ] [ ] [ ] [ ] [103 units] [%] [%] [ ]
2001 3.46 0.68 2.24 3 73 0.1 0.00
2002 3.88 0.76 2.51 37 79 0.7 0.02
2003 4.21 0.83 2.72 81 85 1.7 0.05
2004 4.21 0.83 2.72 131 89 2.8 0.08
2005 4.50 0.88 2.91 226 93 5.1 0.15
2006 4.90 0.96 3.17 350 95 8.1 0.26
2007 5.10 1.00 3.30 413 97 9.7 0.32
2008 5.10 1.00 3.30 500 99 11.9 0.39
2009 5.10 1.00 3.30 508 99 12.2 0.40
2010 5.10 1.00 3.30 566 100 13.7 0.45
2011 5.10 1.00 3.30 497 100 12.0 0.40
2012 3.50 447 100 10.8 0.38
2013 3.50 459 100 11.1 0.39
(j) Total 4,126 100.0 3.28
(k) SPF (Stock average APF of HWHP(2013)) 3.28
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(a) (b) (c) (d)
Heavy oil use Actual area of Boiler Tharmal load of
 per 10a  installation(2013stock) efficiency boiler(2013stock)
[L/10a] [103m2] [ ] [GJ]
Vegetables 2,908 7,551 0.9 773
Fruits 215 509 4
Ornamental plants 7,884 10,454 2,900
Total 18,514 3,677
Table16 Thermal load due to heavy oil
Thermal load of 
boiler(2013stock)
C.R. : Table17-(a)




Qusable of AHP(2013stock) 
C.R. : Table17-(d)
Product of the above three
Actualized ratio of 
AHP to boiler
C.R. : Table17-(b)
Fig.8 Estimating flow of Qusable (Heating for  the agricaltual sector)
Heavy oil use
per 10a
R.D. : 24)-26), Note9)-12)
C.R. : Table16-(a)
Product of the above three






(a) (b) (c) (d=a×b×c) (e) (f) (g)
Thermal load Actualized Ratio to the Qusable SPF Qusable ERES
of boiler ratio of AHP upper limit (Stock average / SPF
(2013stock) to boiler (2013) COP(2013))
[GJ] [%] [%] [GJ] [ ] [GJ] [PJ]
205,352 70 34 48,479 3.75 12,758 35.7
Table15  ERES of Factory heating for the industrial sector
(The amount of Renewable energy supplied by Heat Pump
(a) (b) (c) (d=a×b×c) (e) (f) (g)
Thermal load Actualized Ratio to the Qusable SPF Qusable ERES
of boiler ratio of AHP upper limit (Stock average / SPF
(2013stock) to boiler (2013) COP(2013))
[GJ] [%] [%] [GJ] [ ] [GJ] [PJ]
3,677 50 6 116 3.75 31 0.09
Table17  ERES of Heating for the agricultural sector (greenhouses)
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tomato pepper pepper Average
360 498 691 281 147 37
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80 111 46 43 34 37 64 46 156 227 1,193
18,995 26,356 25,485 10,210 6,727 9,273 10,131 26,699 6,173 11,978 256,700 215
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23,915,906 19,908,315 134,981,028 7,884
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Other Rate of 
petroleum use
Warm air Hot water Steam  [103m2] [%]
Actual area of Vegetables 5193 2355 3 476 94
equipment Fruits 451 58 0 17 97
installation Ornamental 
 [103m2] plants 7,799 2,632 23 244 98
Petroleum use
[103m2]
Cumulative Ratio to the
years  upper limit <Industry> <Agriculture>
[year] %]  Factory heating Greenhouse heating
1 2 2006 2011
2 4 2007 2012
3 6 2008 2013
4 9 2009 2014
5 13 2010 2015
6 18 2011 2016
7 25 2012 2017
8 34 2013 2018
9 46 2014 2019
10 58 2015 2020
11 70 2016 2021
12 79 2017 2022
13 86 2018 2023
14 91 2019 2024
15 94 2020 2025
16 97 2021 2026
17 98 2022 2027
18 99 2023 2028
19 99 2024 2029
20 100 2025 2030
Assumed years
Green Cucumber Eggplant Tomato
onion
Photothermal power cost per 10 a [103yen/10a] 36 248 367 278
Ratio of heavy oil use [%]
Unit price of heavy oil [yen/L]
Heavy oil use per 10 a (a) [L/10a] 462 3,180 4,706 3,565
Total planted area per household (b) [m2/site] 3,803 2,185 2,870 3,501
a×b [L/10a] 1,755,620 6,948,721 13,506,714 12,480,692
94
73
Mandarin Summer Hassaku Iyokan Navel Apple
orange  orange orange orange orange
Photothermal power cost per 10a [103yen/10a] 58 14 15 8 9 14
Ratio of heavy oil use [%]
Unit price of heavy oil [yen/L]
Heavy oil use per 10 a (a) [L/10a] 765 185 198 106 119 185
Total planted area per household (b) [m2/site] 82 41 23 77 24 102
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Ratio of heavy oil use [%]
Unit price of heavy oil [yen/L]
Heavy oil use per 10 a (a) [L/10a] 4,636 17,703 4,249
Total planted area per household (b) [m2/site] 6,397 2,621 3,554
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A STUDY ON THE AMOUNT OF RENEWABLE ENERGY SUPPLIED BY HEAT PUMP
A rough estimate of the amount of renewable energy from air-source heat based on the EU guideline
Satoshi YAMAKAWA 1, Masashi KAWANO 2, Kimiya MURAKAMI 3
1 Grad. Student, Engineering and Science, Shibaura Institute of Technology, M.Eng.
2 Nikken Sekkei Research Institute, Dr.Eng.
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In 2009, the natural heat such as air-source heat was defined as renewable energy. However, there exists no 
quantitative method for evaluating the amount of renewable energy supplied by heat pumps from heat collected from 
the air, and the actual performance of heat pumps are therefore unknown. In the present study, we investigated a 
method to estimate the renewable-energy-based heat from air supplied by a heat pump in Japan. This method is based 
on the quantitative evaluation method by the EU. And we estimated it roughly. 
With the aim of introducing aerothermal, hydrothermal, and geothermal energies as renewable resources, the EU 
defines the Guideline for the calculation method of the amount of renewable energy supplied by a heat pump. It 
represents renewable aerothermal, hydrothermal and geothermal energies captured by the heat pump, which is the 
amount of heat supplied by the heat pump minus the input energy of the heat pump. 
Although the EU defines the statistics of the heat pump output and default SPF values, this is not the case in Japan. 
Therefore, in the present study, these values were estimated using statistical data from the government and various 
organizations. The analytical targets considered in the civil sector (such as offices, hotels, commercial buildings, and 
hospitals) were air-source heat pumps for central air-conditioning, electric heat pumps for individual air-conditioning, 
and heat pump water heaters. The analytical targets considered in the civil sector (residential buildings) were room 
air-conditioners and heat pump water heaters. In the industrial sector, the targets considered were air-source heat 
pumps for factory heating. The target considered in the agricultural sector was heating for greenhouses (housing 10 
varieties of vegetables, 16 varieties of fruits, and five varieties of ornamental plants). 
We investigated the method used to estimate the amount of renewable energy supplied by air-source heat pumps 
based on the quantitative evaluation method of the EU. Upon making estimates based on data from 2013, we obtained 
the following findings: 
1) Although the EU has statistics and default values prepared for quantitative evaluation, Japan does not have such
information. Thus, we proposed a macro-level estimation method that uses the statistical data from the government
and various organizations.
Specifically, we calculated the SPF and Qusable values for each department, each building application, and each heat
use application according to the approximate procedure shown in the flow charts (Fig. 2-8). Then we arranged each
value as shown in Table 18-(a), (b). And by using these SPF and Qusable, we estimated the amount of renewable energy 
supplied by the heat pump.
2) The renewable energy supplied by air-source heat pumps was 75.5 PJ/year for non-residential buildings in the civil
sector, 328.1 PJ/year for residential buildings in the civil sector, 35.7 PJ/year in the industrial sector, and 0.09
PJ/year in the agricultural sector, resulting in a total of 439.4 PJ/year.
The renewable energy supplied by the air-source heat pumps was equivalent to approximately 36.1% of the
renewable energy with an existing track record, such as solar power (1,216 PJ/year).
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